用語の解説

[bookmark: _GoBack]４章　地域特性を踏まえた施策の展開方向、住宅の供給等及び住宅地の供給に関する方針
１．地域特性を踏まえた施策の展開方向
大阪の魅力を活かした多様な住まい方が実現できる住まいと都市を創造していくためには、それぞれの地域が持つストック※やポテンシャルを活かし、価値・個性を磨き、競い合い、居住魅力を高めていくことが重要です。
まちのなりたちや変遷、特性を踏まえた８つの地域を取り上げ、大阪のそれぞれの地域において、その地域特性に応じた施策を展開します。

（1） 木造住宅が密集する地域
（2） 歴史的まちなみなどの景観資源がある地域
（3） 住宅と工場等が混在する地域
（4） 大規模な公的賃貸住宅団地のある地域
（5） 同和地区を含む旧地域改善向け公営・改良住宅が建設された地域
（6） 高度経済成長期を中心に整備されたニュータウン
（7） 新たに整備が進む計画的市街地
（8） 農山漁村など豊かな自然を有する地域


（１）木造住宅が密集する地域
（現状）
木造賃貸住宅等が密集して立地する地域では、狭あいな道路や老朽化した木造住宅が数多く残っているなど、災害が起きた場合は甚大な被害が想定されます。大阪府内の「地震時等に著しく危険な密集市街地」は、7市11地区（約2,248ha）に渡り広範囲に広がっているため、それぞれの市単位では解決が困難であり、大阪全体として災害に強い都市構造の形成をめざした取組みが必要です。
また、密集市街地は、大阪市や堺市に分布する戦災による焼失を免れた長屋が多く残る地域や、高度経済成長期に道路等の都市基盤整備が整わないまま、文化住宅などの木造賃貸住宅が数多く建設された地域など、その形成過程が異なるため、その地域特性にも配慮しつつ、市街地大火等に対する安全性の確保を進めていく必要があります。
これまで、大阪府と地元市は協力して、密集事業※によるまちづくり、面整備事業との合併施行手法や、防火・準防火地域※、防災街区整備地区計画などの規制誘導手法等により、安全性の向上に取り組んできました。
さらに取組を加速するため、大阪府では、平成26年３月に「地震時等に著しく危険な密集市街地※」の平成32年度までの解消をめざし、「大阪府密集市街地整備方針※」を策定するとともに、市に対する補助の拡充や、土木事務所への密集市街地※担当の配属など、市への支援を強化しました。また、地元市では、目標達成に必要な取組や事業量等を地区ごとに示した「整備アクションプログラム」を作成し、大阪府・地元市の連携を強化し取組を進めています。

（今後の目標）
災害に強い都市構造を形成するとともに、良質な住宅の供給や、広幅員道路の沿道、駅前などのリノベーション※を促進し、多様な世帯が住まう、職住遊学が融合した、みどり豊かな都市型住宅地として、都心に近い立地特性を活かした大阪の成長を支える魅力あるまちへ再生します。

（施策の方向性）
○「地震時等に著しく危険な密集市街地」の平成32年度までの解消に向け、府市が連携し、地区公共施設の重点整備や老朽住宅の除却の強化など、「まちの不燃化」を促進するとともに、都市計画道路の早期整備による「延焼遮断帯の整備」、防災講座、ワークショップなど地域への働きかけによる「地域防災力の向上」を図ります。
○これらの取組みに加えて、多様な世帯を呼び込む良質な住宅や生活利便・支援施設の立地促進や、地域の潤いを与える空間の創出、利用可能な長屋など地域資源のリノベーションなどによるまちの活性化も進めていきます。計画検討や事業実施にあたっては、地域住民や関係権利者と十分に話し合い、理解を得ながら、協働により進めていきます。
□「地震時等に著しく危険な密集市街地」※　大阪府内一覧
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	所在市
	地区名
	地区面積（概数）

	大阪市
	優先地区
	1,333ha 

	堺市
	新湊
	54ha 

	豊中市
	庄内
	189ha 

	
	豊南町
	57ha 

	守口市
	東部
	150ha 

	
	大日･八雲東町
	63ha 

	門真市
	門真市北部
	137ha 

	寝屋川市
	萱島東
	49ha 

	
	池田･大利
	66ha 

	
	香里
	101ha 

	東大阪市
	若江･岩田･瓜生堂
	49ha 

	7市
	11地区
	2,248ha 




（２）歴史的まちなみなどの景観資源がある地域
（現状）
　寺内町や旧街道沿いのまちなみ、江戸時代からの伝統的民家や明治・大正・昭和初期の近代建築物が残っている地域など、大阪には歴史をもった特徴あるまちなみや建築物が多く残っていますが、居住者の高齢化、相続、建物の老朽化等をきっかけに、空家化や建替え等が進み、歴史的まちなみ等が失われつつある地域もあります。
また、戦災を受けなかった、比較的道路基盤が整った地域に、長屋等の木造住宅が集中的に立地して、住宅地として良好な状態を保持している地域もあります。
大阪府では、これら歴史的街道沿道のまちなみや歴史的資源を活かし、伝統的なまちなみとの調和や街道の連続性に配慮した景観づくりを行うため、大阪府景観計画※に「歴史軸」を位置づけ、規制・誘導を行ってきました。
また、近年は若い世代では、それぞれのライフスタイルに応じて、町家や長屋をリノベーション※やコンバージョン※する人が増えており、カフェやレストランが開設されるなど、地域の魅力を高めることに繋がる活用も進んでいます。
さらに、歴史・自然・文化に育まれた景観資源を再発見し、よりよいまちづくりに役立てるとともに、国内外に大阪の魅力を発信するため、市町村と連携し、視点場（ビュースポット※）の観点等から景観形成の取組みを進めています。

（今後の目標）
歴史的価値を持った建築物やこれらが建ち並ぶ歴史的なまちなみを保全・修景するとともに、地域の資源として積極的に活用することで、府民が親しみ、潤いを感じるまちなみや伝統的文化を発展させ、住む人、訪れる人にとって魅力的な美しいまちづくりをめざします。

（施策の方向性）
○府民や事業者が行う景観形成について、適切な規制･誘導を図ります。
○歴史的・文化的な景観を有している地区において、国の補助制度等を活用したまちなみの保全整備や住民及び市町村のまちなみ保全などの取組みに対し、技術的な助言や情報提供を積極的に行います。
○ビュースポットの観点からの景観形成を推進するとともに、「大阪美しい景観づくり推進会議※」等を活用して、大阪府と市町村で連携した情報発信や、地元住民・府民の景観に対する意識醸成を図ります。また、民間活力を活かした景観形成を推進するための寄付や、景観活動に取り組む団体の育成・活動の活性化方策等について検討を行います。
○大阪府は、市町村が連携しながら広い視野のもとに景観行政を進められるようコーディネーター役を務め、景観形成のプラットフォーム※を提供するほか、さらに、市町村と連携しながら、府民や事業者が取り組みやすくなるような支援を行います。

□歴史的街道　景観計画区域




















□富田林市寺内町地区（寺内町）　　　　　　　□枚方市枚方宿地区（旧街道沿い）
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□八尾市久宝寺寺内町地区（寺内町）
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（３）住宅と工場等が混在する地域
（現状）
工場が集積する工業系用途地域では、道路等の基盤が整備されているとともに、利便性が高い場合が多いため、工場等の廃業や転出により、住居系土地利用への転換が進行し、工場等と住宅の混在が進んでいる地域が存在します。
混在が進みつつある地域においては、住宅側では騒音、振動等の住環境問題が発生する一方で、工場側では「近隣住民との問題」などが操業環境の障害となっており、他地区からの住民の流入に伴う、住民と企業相互の各種のトラブルが発生しています。
モノづくりのまちを維持するには、操業環境と住環境をうまく調和させ、住工が共存できる快適な環境を形成・創出することが必要です。東大阪市では、平成25年４月から「住工共生のまちづくり条例※」を施行し、この条例に基づき指定した「モノづくり推進地域」で住宅を建てるときのルールを定めるなどの取組みを進めています。

（今後の目標）
良好な住環境を確保する地域、工場の集積の維持を図る地域など、地域の目標に応じて、住宅と工場等の立地を適正に規制誘導し、住環境と操業環境が共存できるルールのもとで、それぞれできる限り良好な環境を確保し、調和の取れたまちづくりをめざします。

（施策の方向性）
○良好な住環境を確保するゾーンと操業環境を確保するゾーンを設定し、各々の環境を確保するため、特別用途地区※や地区計画※の活用などによって、地域の状況に応じた土地利用の誘導を促進します。
○新規入居者に対する地域環境についての情報提供や、工場側に対する地域の環境改善・地域運営への参画の要請など、互いに理解し、共存するためのルールづくりを促進します。


□東大阪高井田地区の状況出典：H12,17,22国勢調査、H27 住民基本台帳

出典：地域再生を支援する住工共存型都市環境創造に向けた実践調査（H16都市再生モデル調査）













□東大阪市　モノづくり推進地域
 出典：住工共生のまちづくりパンフレット（東大阪市）





















（４）大規模な公的賃貸住宅団地のある地域
（現状）
大阪には、昭和40年代をピークに大量に供給された公的賃貸住宅※が一定まとまった規模で開発された大規模な公的賃貸住宅団地が存在します。
小学校区単位等でみると、地域の世帯数の過半、特に2,000戸を越える団地では大半を占めるなど、地域の重要な構成要素となっており、地域コミュニティに大きな影響を与えています。
当初の入居開始から40年前後が経過し、設備の老朽化やエレベーターがなくバリアフリー化※が十分でないといった課題や一部の住棟については耐震性が低いなど、ストック※の課題が存在しています。
また、入居者の高齢化に伴い地域の交流の希薄化や担い手不足等の問題も生じ、単身高齢者などのいわゆる孤独死の発生や自治会等の入居者組織の運営の困難化などソフト面での課題が生じています。
府営住宅の大規模団地では、モデル的に、地域のニーズにあわせた機能導入等を大阪府と地元市共同で検討し「まちづくり基本構想」を策定したうえで、建替事業や耐震改修事業等、様々な事業手法を組み合わせた事業が進められています。

（今後の目標）
高齢者、障がい者等が安心して住み続けることができる団地を形成するとともに、若年世帯や子育て世帯を含め多様な世代が住まう活力ある地域の形成をめざします。
また、団地内外の地域住民が交流できる空間づくりや利用できる施設等の導入など、公的賃貸住宅ストックを地域のまちづくりに積極的に活用します。

（施策の方向性）
○大規模団地における地域住民の交流を活性化するため、空室や敷地を有効に活用し、高齢者支援施設や子育て支援施設、日常の買いまわり施設やコミュニティレストラン※などの周辺地域に広がりある施設や、子育て世帯等のニーズに応じた住宅の供給を促進するなど、民間活力も活用しながら、多様なニーズに対応した施設や住宅を誘導します。
○地域コミュニティの活性化に向けて、若年世帯や子育て世帯向け等、多様な世代が入居できるようにします。
○大学等との連携も図りつつ、地域の担い手としても期待できる留学生をはじめとした学生や研究者などの入居も積極的に図ります。
○団地の付加価値を向上させるため、成果を出している先進的な取組みについては、他の事業主体へ情報発信し、施策展開を図ります。


□管理戸数が1,000戸以上の府営住宅団地の分布状況
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□管理戸数が1,000戸以上のＵＲ賃貸住宅団地の分布状況

大阪府住宅供給公社賃貸住宅の状況
・１団地で管理戸数が1,000戸を超える大規模団地はない。
・千里ニュータウン、泉北ニュータウン、堺金岡地区、高槻下田部地区に比較的大規模な団地が存在する。

（５）同和地区※を含む旧地域改善向け公営・改良住宅※が建設された地域
（現状）
本地域における公営･改良住宅※に居住する世帯の割合は、地域全体の約４割（注）を占めています。また、公営・改良住宅※では、昭和40年代以前に建設された住宅が約６割、浴槽がない住宅が約７割を占めています。
世帯の状況をみると、65歳以上の高齢世帯の割合が約４割を占め、うち高齢単身世帯が約７割を占めています。
また、居住者に占める20歳代から40歳代の割合は、平成23年度で32.1％、平成26年度では30.1％であり、20歳代から40歳代の居住者の減少が見られます。
（注）大阪府が実施した「国勢調査（平成22年）を活用した実態把握報告書」によると、旧同和対策事業対象地域における公営の借家に居住する世帯の割合は40.7%となっている。


（今後の目標）
公営・改良住宅※の建替えや改善を促進するとともに、「みなし特定公共賃貸住宅※制度」の活用など若年中堅層が定住し、良好なコミュニティの育つ「住み続けることのできるまちづくり」をめざします。

（施策の方向性）
○公営・改良住宅※については、建替えや浴室設置、バリアフリー化※等の改善を推進し、居住水準の向上を図ります。
○高齢化の進展や地域内の住民活動を支える階層の減少が続いていることから、府通知等に基づき、適切なコミュニティバランス※の確保や、建替えにより生み出される用地等を利活用し、多様な世帯の居住を推進します。
○具体的には、地域にある空家や空地等を活用し、高齢者の安否確認、生活相談等の見守り活動や子どもたちの居場所にもなる子育て・高齢者生活支援活動拠点、地域の障がい者の就労を支援する施設及び高齢者等の日頃の買い物の不便を解消するコンビニエンスストア等の生活利便施設などの地域活動・支援拠点の立地を促進します。
○建替事業により生み出された用地等においては、PFI※等を活用した民間事業者による多様な住宅供給や社会福祉施設・生活支援施設等の立地を促進するなど、これまで以上に民間と連携した取組みが積極的に展開されるよう、大阪府は市町村に対してPFI事業などの先進事例の情報提供や指導・助言を行います。
○用地等の利活用において、地域の実情に応じた施設や機能を導入するためには、住民主体によるまちづくりの構想が作成され、行政のまちづくり計画等へ反映されることが重要です。このため、大阪府は市町に対し、住民参加のもと地域の実情に即したまちづくりが行われている事例等の情報を提供するなど、市町と地元住民等との連携を促進します。
○住宅団地の自治会活動をはじめ地域の人権尊重を基調としてこれまで培われてきた良好な地域コミュニティづくりの実績とノウハウを大切にしながら、地域を維持・発展させることも必要であり、隣保館※をはじめとした地域の施設などを活動の場として活用しながら、まちづくり協議会※等の地域住民等の参加及びNPO※の参画により、公と民のパートナーシップによるまちづくりを促進します。

□地域における住宅の所有形態　（出典：国勢調査を活用した実態把握報告書【第二次】（平成27年2月））






□公営住宅※・改良住宅※の建設時期　（出典：平成26年度大阪府管理状況調査）












□公営住宅・改良住宅等の浴槽設置状況　（出典：平成26年度大阪府管理状況調査）








[image: ]□将来イメージ空き店舗を活用した高齢者の見守り拠点施設※の整備事例



未活用地の活用事例（コーポラティブ住宅※用地として分譲）

（６）高度経済成長期を中心に整備されたニュータウン
（現状）
大阪には、高度経済成長期に大都市圏への人口集中から生じる住宅問題を解決するため、昭和30年代から多くの計画的住宅市街地（ニュータウン※）が開発され、その後50年前後が経過し、住民の高齢化も進んでいます。多くの計画的住宅市街地は郊外に建設されており、住宅やまちのバリアフリー化※が十分ではなく、高齢者の多様な居住ニーズに対応できていません。
また、これまで地域の日常を支えてきた地区センター※や近隣センター※などにおいても、一部、用途転換や更新がなされているものの、核店舗の撤退などによる商業機能の低下等が生じています。
千里ニュータウンでは、「千里ニュータウン再生指針」（平成19年千里ニュータウン再生連絡協議会策定）※に基づき、公的賃貸住宅※の建替えにあわせて新たな住宅や施設の導入が図られるとともに、地区センター※・近隣センター※の活性化も進められ、若年世代を中心として人口が回復しています。
また、泉北ニュータウンでは、「泉北ニュータウン再生指針」（平成22年堺市策定）を中心に、「泉ケ丘駅前地域活性化ビジョン」（平成27年泉北ニュータウン再生府市等連携協議会改訂）、「泉北ニュータウン公的賃貸住宅再生計画」（平成24年同協議会改訂）、「近隣センター再生プラン」（平成27年８月堺市策定）等に基づき、ニュータウンの中核的タウンセンターであり、再生のトリガーとなる泉ヶ丘駅前地域の活性化が進められるとともに、府営住宅、府公社賃貸住宅、ＵＲ賃貸住宅の公的賃貸住宅を一体的に捉えた再生や近隣センターの再生などが進められています。
（今後の目標）
豊かな自然を享受しながら、高齢者や子育て世帯など多様な世帯が住み慣れた地域で良好な地域コミュニティに支えられ住み続けられるとともに、日常的な買い物や通院が可能で、趣味や生きがいを見つけられ、働くことができる、多様な機能を備えた、誰もが住みやすいまちをめざします。
（施策の方向性）
○公的賃貸住宅※などの公的資産※がある場合には、各供給主体が、自治体や他の供給主体との連携を図り、地域の特性を活かした魅力ある市街地にするため、地域や民間への貸し出し等を積極的に行い、地域のニーズにあった活用を推進します。
○高齢者などが自立した生活を送ることが困難となる場合においては、駅前などの高齢者向け住宅等への住替えを促進するとともに、住み替えた後の住宅には、地域の住民活動の担い手ともなる子育て世帯等の入居を促進します。
○周辺に立地する大学・研究機関などの文化・学術研究機能を活かし、多様な人々が交流する魅力あるまちづくりを推進します。
○千里ニュータウンの再生を着実に進めるため、千里ニュータウン再生連絡協議会において、「千里ニュータウン再生指針」に基づく取組みの進捗状況を踏まえた新たな取組みを検討します。
○泉北ニュータウンの再生を着実に進めるため、泉北ニュータウン再生府市等連携協議会において、「泉北ニュータウン再生指針」や、指針を踏まえた各計画に基づき、泉ヶ丘駅前地域の活性化や公的賃貸住宅等の再生の取り組みを進めます。また、ニュータウン再生を強力に進めるためには、公的資産の各供給主体による個別の対応ではなく、再生に向けての理念や目標を共有した自律的なPPP※組織（CID組織※）が、地域を一体的に捉え、その資産を最大限に活用した戦略的な取組みを行うことが重要であり、先導的なモデルとして、泉北ニュータウンの泉ヶ丘駅前地域におけるCID組織設立に向けた検討を進めるとともに、この取組みが他地域に連鎖的につながるよう、情報発信を行います。

□千里ニュータウンの将来イメージ
	○公的賃貸住宅※の更新や地区センター※、近隣センター※の再生など、「千里ニュータウン再生指針※」に基づき取組みが進んでいます。千里ニュータウンの住区の構成

○公的賃貸住宅等の更新に際しては、住宅を含めた周辺のバリアフリー化※、周辺の景観と調和した良好な景観の形成やコミュニティの形成等に配慮するとともに、多様な住宅供給や地域の活性化につながるよう余剰地の活用が進められています。
○地区センターについて、商業・業務機能をはじめ、文化や福祉、居住等の多様な機能の集積により、住民の生活を支え、多世代が楽しむ場としての充実が図られています。また、近隣センターについては、住民のニーズに応える商業機能や地域のくらしを支える拠点として活性化が図られています。地区センターの活性化（千里中央・千里南地区センター）
公社団地再生地への生活利便施設導入











□泉北ニュータウンの将来イメージ
	○「泉北ニュータウン再生指針※」等に基づき、泉ヶ丘駅前地域の活性化や公的賃貸住宅や近隣センター※の再生など、活性化に向けた取組みが進んでいます。泉北ニュータウンの住区の構成

○泉ヶ丘駅前地域では、主な民間事業者等が連携してCID組織※を設立し、「泉ヶ丘駅前地域活性化ビジョン」、「泉ヶ丘駅前地域活性化アクションプラン（平成28年3月府市策定）」に基づき事業が進められ、活性化が図られています。
○公的賃貸住宅※については、「泉北ニュータウン公的賃貸住宅再生計画」に基づき、住戸のリノベーション※による既存ストック※の有効活用や、活用地等におけるまちづくりに貢献する多様な機能の導入を図るとともに、公的賃貸住宅の再生と連携した近隣センターの再生に取り組んでいます。
○近隣センターについては、「近隣センター再生プラン」に基づき、住区の特性に応じた賑わいづくりと一体となった地域コミュニティの核として再生が進められています。泉ヶ丘駅前地域の今後の動き



泉ヶ丘駅前地域の活性化
公的賃貸住宅の再生










（７）新たに整備が進む計画的市街地
（現状）
　文化学術や研究開発、国際交流といった特色ある機能を組み込んだ、 時代を先導する都市づくりを進めている「彩都（国際文化公園都市）」、「住む」「憩う」「働く」の３つの機能をあわせもった特色ある複合機能都市づくりを進めている「阪南スカイタウン」、多世代共生、地域共生、環境共生の３共生をテーマとしたまちづくりを進めている「箕面森町」など、それぞれのまちでテーマ性を持った新たな住まい方の提案や発信が行われています。
これらの取組みにより、地域内の人口は増えていますが、今後、これまでの取組みだけでなく、社会経済情勢の変化や周辺環境、立地ニーズ等に対応した取組みが必要となってきています。

（今後の目標）
住まうだけでなく、働き・学び・楽しむなどの機能をあわせた都市の形成に向け、社会経済情勢の変化等に対応した取組みが進められることにより、新たな価値が創造され、多様な価値観やニーズに応えられるまちをめざします。

（施策の方向性）
○周辺に立地する大学・研究機関などの文化・学術研究機能や、農村や里山が持つ自然環境を活かし、多様な人々が交流する魅力あるまちづくりをめざします。
○さらに、その多様な世代が健康を意識し安心していきいきと地域にくらし続けられる、超高齢社会に対応したまちづくりを推進します。
○また、住まうだけでなく、働く機能を導入するため、元気のあるものづくり企業の府外への流出防止や府外からの企業誘致を行うために必要となる産業用地を創出し、大阪経済の成長・発展につなげるとともに、新たな雇用創出により地域活力を向上します。
○地域資源である自然と共生する社会、再生可能エネルギー※の活用などによる低炭素社会の構築に向け、社会ニーズに対応した環境配慮型のまちづくりの実現をめざします。


□彩都（国際文化公園都市）の将来イメージ
	○周辺の豊かな緑や美しい住環境に恵まれた彩都では、新エネルギーの導入や自然とふれあえる環境づくりなど、環境共生型のまちづくりが進んでいます。
○ライフサイエンスをはじめとした研究開発施設等が集積し、関西を代表する成長産業拠点の一翼を担っています。
○先端技術や科学に身近にふれられるまちとして、地域ぐるみでの科学体験学習や健康づくりなどの取組みがなされ、彩都ならではの生活スタイルが育まれています。ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽﾊﾟｰｸ
西部地区
彩都全体

○大阪経済の発展に寄与する産業拠点の形成や多様な世代が健康で安心して地域に住み続けられるようなモデル的なまちづくりが進んでいます。



[image: Z:\グループ\管理\環境\有田\tsue\00000 写真\写真\251028 花プロ植え替え\IMG_2963.JPG]□阪南スカイタウンの将来イメージ
	～住む人にも働く人にも調和のとれたやさしいまち～阪南スカイタウン全体

住む人にとって、様々なライフスタイルに対応した「ゆとりあるくらし」が実現し、海と緑と太陽などの豊かな自然環境と調和したまちとなっています。職住近接の実現によって、ゆとりある生活が営まれています。
～活力あるにぎわいのあるまち～
センター地区は、核となる広域的商業施設と合わせ、日常生活を支える利便施設が充実し、まちの中心としてにぎわいが生まれています。
～「わがまち意識」が芽生えるまち～
このまちで生活する人々の「わがまち意識」がさらに高まり、互いに尊重しあえるような地域コミュニティが成熟し、一人ひとりが主人公であるようなまちづくりが進んでいます。


□箕面森町の将来イメージ
	○“３共生”をテーマに、人と人、人と自然、人と地域のつながりを大切にしたまちづくりが進んでいます。箕面森町全体


～多世代共生のまち～
子どもから老人までが、安全に安心してくらすことができ、多世代が交流できるようなシステムや場所、住居のあるまちになっています。
～地域共生のまち～
地域の自然資源を活用することにより住民同士がふれあい、学校活動の円滑化・活性化が図られるなど、住民が地域社会とつながりながら生活できるようになっています。里山住宅地区

～環境共生のまち～
豊かな自然と一体となったくらしができ、里山を守り、活用することにより、心も体も健康にくらすことができるようになっています。
○国土軸や大阪中心部に直結する利便性の高い産業拠点が形成され、新たな雇用が生まれるなど、地域と共存共栄するまちづくりが進んでいます。
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（８）農山漁村など豊かな自然を有する地域
（現状）
　大阪には、農山漁村など身近に豊かな自然を有する地域が存在しています。
これらの地域では、耕作放棄地の増加、山林の荒廃、空家の増加、農林漁業の担い手の不足、商店の衰退、公共交通サービスの撤退などの様々な課題を抱えています。
こうした諸課題は、戦後の高度経済成長を通じて徐々に複合的に進展しており、さらに、人口構成が変化していく中で、ますます深刻になってきています。
そのため、その地域における人口の維持、地域の活性化等を図るため、空家情報の提供や移住者への支援を進めている自治体もあります。
大阪におけるこれらの地域は、都心部から公共交通機関を利用すれば約１時間で行くことができるという利便性を有しており、農空間や、海、山、川の魅力を満喫するくらしを求める人はもちろんのこと、二地域居住にも適しています。

（今後の目標）
海、山、川などの豊かな自然や観光資源に加え、古民家などの住宅ストック※、培われてきた伝統文化といった集落地域を形成する多様なストック・ポテンシャルを活かし、移住・定住を促進するとともに、都市部との交流を強化するなど魅力あるまちづくりをめざします。

（施策の方向性）
○都市と自然との近接性と発達した公共交通ネットワークを活かし、都市部と農山漁村など豊かな自然を有する地域との地域間交流を促進するとともに、その交流をきっかけとして、二地域居住等のマルチハビテーション※や住替えを促進します。あわせて、移住者の誘致や受け入れができるよう、空家バンクの開設等を促進します。また、既存集落におけるコミュニティを維持するために、地域の創意工夫により土地利用計画制度を柔軟に活用したまちづくりを促進します。
○また、農山村におけるみどりや漁村における水辺空間などの自然環境や古民家など、地域に存在するあらゆる資源を積極的に活用し、美しい景観づくりを行い、住まう人、訪れる人にとって魅力的な地域を形成します。

□千早赤阪村の取組み
	（概要）下赤阪の棚田

○大阪府内唯一の村。大阪市内中心部から直線距離で25kmほど、車で１時間程度といった都市部近郊にありながら、金剛・葛城山地の主峰金剛山をはじめ、日本の棚田百選に選定された「下赤阪の棚田」など大自然を感じることができます。



（取組み）
○阪南大学と連携協定を締結し、観光資源のニーズ調査や学生による観光ツアーの提案など交流人口プロジェクトを推進しています。定住促進空家情報バンク制度

○金剛山（こごせ）の里ツーリズムビューローを設立し、金剛山や下赤阪の棚田などへの観光客の誘致を推進しています。
○空家バンクの開設や空家への転入者に住宅改修費や家賃の補助など、移住者の受け入れができるよう空家を新たな受け皿として活用する取組を推進しています。
○地域おこしの支援やPR活動などのために、地域おこし協力隊の活用を進めています。
○卸売業や小売店などの商業施設の開業を支援しています。




□岬町の取組み
	（概要）みなとオアシスみさき

○自然環境に恵まれた地域で、自然環境を活かした国内唯一の常設ビーチバレーコート「潮騒ビバレー」や、ヨット・カヌーが楽しめる「府立青少年海洋センター」など、海を楽しむことができる施設が数多く存在。
○近畿のみなとオアシスでは６番目、大阪府内では第1号の登録として、平成27年10月に「みなとオアシスみさき」が誕生。
○大阪都心部から１時間以内、関西の国内外の空の玄関口である関西国際空港から約30分圏内という立地環境。

（取組み）
○豊かな自然環境、都心からのアクセスの良さを活かし、定住人口の減少を補う交流人口の拡大、
地元雇用の拡大をめざし、スポーツツーリズム※事業を実施
○移住者の受け入れができるよう空家を新たな受け皿として活用し、空家バンク制度※を実施




２．住宅の供給等及び住宅地の供給に関する方針
（１）住宅の供給等及び住宅地の供給に関する基本方針
○都心地域その他既成市街地内においては、建替え等を推進するとともに、良質な住宅・宅地ストック※の流通や空家の有効利用を促進し、地域内の低・未利用地については、有効・高度利用による住宅及び住宅地の供給を促進します。
○既成市街地内の老朽公的賃貸住宅※団地や密集市街地※等においては、地域の特性に応じて基盤整備と一体となった住宅の供給等及び住宅地の供給を促進します。
○都市農地については、都市農業の安定的な継続を図ることや、機能の適切かつ十分な発揮を通じて良好な都市環境の形成に資することが重要であることから、適正な保全を図ります。
○千里ニュータウンや泉北ニュータウン等計画的住宅市街地においては、住民等の意向にも配慮しながら策定されたまちづくり指針等に基づき、豊かな居住環境の保全に配慮しつつ良質な住宅市街地のストックを有効に活用し、優良な市街地の形成を図ります。
○住宅の供給等及び住宅地の供給を重点的にはかるべき地域として、住生活基本法第17 条第2 項第6 号に定める「重点供給地域」を市町村等と協議の上、適切に定めます。
○住宅の供給等及び住宅地の供給に伴って必要となる関連公共公益施設の整備を総合的、計画的に進めるとともに、地区計画制度※の活用等により優良な市街地の形成を図ります。
○これらの他、必要に応じて適切な施策を講じ、住宅の供給等及び住宅地の供給を進めます。

(２)住宅の供給等及び住宅地の供給を重点的に図るべき地域に関する事項並びに当該地域における住宅の供給等及び住宅地の供給の促進策
○住宅の供給等及び住宅地の供給を重点的に図り、また地域が抱える課題を解決するために、立地、土地利用の状況、都市構造、居住水準等を勘案し、今後10 年間に相当量の良質な住宅の供給等及び住宅地の供給が見込まれる地域で、おおむね5ha 以上の地域を「重点供給地域」として定めるものとします。なお、以下の地域については、原則、重点供給地域の指定を行わないこととします。
・市街化調整区域にその全部又は一部が含まれる地域
・都市再生特別措置法の規定に基づく立地適正化計画を策定した市町村においては、計画に記載された居住誘導区域外の区域にその全部又は一部が含まれる地域
○その地域名、位置、おおむねの面積並びに供給促進策は別表のとおりです。

(３)公営住宅の供給目標量 
○公営住宅※については、空き家募集や建替えなどにより、平成37年度までの10年間の供給目標量を10万５千戸とします。
４章　地域特性を踏まえた施策の展開方向、住宅の供給等及び住宅地の供給に関する方針
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５章　実効性を持った計画の推進に向けて
基本目標を実現するためには、施策に関わる各主体が連携するとともに、それぞれの役割を的確に果たし施策を推進する必要があります。また、効率的な施策推進が図られるよう、適切な進行管理が行われることにより、施策の実効性が確保される必要があります。

１．住宅まちづくりに関わる各主体の役割と連携
基本目標の実現のためには、住宅まちづくりに関わる大阪府、市町村、事業者、NPO※、府民など各主体が連携するとともに、適切な役割分担のもと、それぞれの役割を自覚し、協力しながら取り組むことが必要です。

1 府民、事業者等の役割
（府民の役割）
住宅まちづくりの主役は府民です。府民の行動・選択の結果が住まいや地域、都市のあり方に大きく影響します。このため、府民には、住宅まちづくりに関する知識を深め、自らの住生活の質を高めるとともに、地域コミュニティの担い手として、地域の居住魅力の向上に努める、自立・自律した府民像の実現が期待されます。

（民間事業者の役割）
民間事業者は、市場において主要な役割を担うことから、自らが提供する住宅やまちが、居住環境を形成することを十分認識する必要があります。
消費者の安全確保、環境に配慮した活動など、組織活動が社会へ与える影響について認識と責任を持ち、市場を通じて、府民の住宅やまちづくりへのニーズを的確につかみ、良質な住宅関連サービスの提供、適切な情報開示、公正な取引やコストの軽減を通じ、良好な居住環境の形成に貢献することが期待されます。

（地域団体やNPO等の役割）
自治会等の住民組織をはじめ、NPOやボランティア団体などの団体は、「地域を守り、育てる」という自覚と責任を持ち、地域コミュニティの担い手として地域に根ざした様々な活動を行うとともに、独自の立場から行政や企業に対してのチェックや提言を行うなど、行政と府民とが協働する新しい公共※としての役割を果たすことが求められます。
これらの団体は、社会的課題に対して、迅速で先駆的な取組みが可能であるとともに、それぞれの自由な意思により、個別的で柔軟な社会サービス※の提供が可能であり、高齢者の見守り、子育て世帯の支援、障がい者の地域移行の支援、防災や防犯活動、景観の保全など、幅広い分野において取組みを進めることが期待されます。

2 地方自治体の役割
（大阪府の役割）
大阪府は、広域的なまちづくりを担う自治体として府内の地域課題を踏まえつつ、大阪府全域における住宅まちづくり政策の目標やビジョンを提示し、広く発信する役割を担います。
このため、市町村や事業者、府民の住宅まちづくりに関する指針となるよう、住宅まちづくりがめざすべき目標やこれを達成する施策、数値目標などを提示します。
また、市場機能が適切に発揮されるよう、情報提供等による市場の活性化や、施策や規制等による市場の適正化等により、市場の環境整備を行うとともに、府営住宅等の公的資産※のまちづくりへの積極的な活用、市町村の住宅まちづくり施策への指導・助言やNPO※、事業者、市町村等が連携するための機会・場（プラットホーム※）の提供など、広域自治体としての取組みを推進します。
さらに、効果的に施策を推進する観点から、大阪府庁内における各政策との連携や人員体制も含めた部局間の連携を強化します。

（市町村の役割）
市町村は、地域のまちづくりの主体として大きな役割を担っており、住民に直結する基礎自治体として、地域の実情を踏まえ、福祉施策等と連携した住宅まちづくり施策の展開や、公営住宅資産※を活用したまちづくり、景観施策の推進、空家対策など、地域特性や地域住民のニーズにきめ細かく対応した総合的な住宅まちづくり施策を展開します。
また、市民に身近な住宅まちづくりに関する情報提供・相談機能の充実を図るとともに、住民主体による活動を活性化するため、地域のあらゆる主体をつなぐコーディネート機能を担うなど、地域住民の主体的なまちづくりの取組みの支援を行います。
さらに、市町村住宅マスタープラン等を策定し、これら地域に密着したきめ細かい住宅まちづくり施策を推進していきます。

3 公的団体の役割
（大阪府住宅供給公社）
大阪府住宅供給公社は、子育て世帯等のファミリー向けや高齢者等に対する良質な賃貸住宅の供給、住戸のグループホーム※への活用など、民間賃貸住宅市場では十分に対応ができない住宅の供給に取り組みます。
また、保有する住宅団地ストック※を有効に活用し、市町等とも連携しながら、地域住民に求められる施設の導入を図るなど、地域のまちづくりに貢献します。
これらのほか、公的機関として保有するノウハウや信用力も活用しながら、マンションの管理・建替えに関する技術的相談や住宅確保要配慮者の居住支援など、大阪府の住宅まちづくり政策の課題に即した事業を展開する役割を担います。

（独立行政法人　都市再生機構（UR都市機構））
都市再生機構は、子育て世帯等のファミリー向けや高齢者等に対する良質な賃貸住宅の供給、多様化する社会のニーズに対応したサービスの提供を含め、民間賃貸住宅市場では十分に対応ができない住宅の供給に取り組みます。
また、団地再生事業※等における整備敷地等の活用や保有する住宅団地ストックを活用し、自治体と連携を図るなどして、福祉や子育て支援施設等の地域の生活拠点の形成に努めます。
都市再生分野では、集約・連携型都市構造※の強化に向けた民間や自治体との適切な役割分担による都市拠点※・地域拠点の再生に取り組むとともに、密集市街地※の整備改善を促進して防災性の向上を図るなど、自治体が行うまちづくりの支援や補完を行います。

（独立行政法人　住宅金融支援機構）
住宅金融支援機構は、証券化支援業務※を通じて、民間金融機関による全期間固定金利の住宅ローンの供給を支援するとともに、金利引下げ等により省エネルギー性、耐震性、バリアフリー性※及び耐久性・可変性が優れた住宅への誘導や中古住宅流通・リフォーム市場の活性化を図ります。
また、災害でり災した住宅の早期再建、サービス付き高齢者向け住宅の建設、密集市街地における老朽化住宅の建替え、マンションの建替えや大規模修繕、既存住宅ストック※の耐震化の推進など、政策上重要で民間金融機関では十分な対応が困難な分野に対する融資等を行います。

（その他の公的団体等）
この他、住宅まちづくりに関わる公的団体は、（公財）大阪府都市整備推進センター、（一財）大阪府タウン管理財団など多岐に渡り、その設置された目的を的確に果たすよう努めるとともに、それぞれが有するノウハウが有効に住宅まちづくりに活かされるよう、行政や団体相互の連携を図ります。

２．施策の適切な進行管理
（進捗状況の把握と点検）
本ビジョンの実効性を高め、施策を総合的に推進していくため、個々の施策の進捗状況把握に加え、設定した指標について、できる限りその進捗状況の把握に努め、ＰＤＣＡサイクルによる進行管理を行います。

（的確な施策展開のための市場調査）
市場の活用、ストックの活用を重視した住宅まちづくり施策を展開する上で、住宅関連市場や住宅ストックの状況を的確に把握することが重要です。
５章　実効性を持った計画の推進に向けて
このため、国により実施される統計調査の活用を図るとともに、必要に応じて大阪府独自での調査等を実施するなど、住宅関連市場や住宅ストックの状況を的確に把握するための基礎的なデータの収集や分析を行います。
別表　住宅の供給等及び住宅地の供給を重点的に図るべき地域（重点供給地域）

	[bookmark: RANGE!A1:F41]市町村名
	番号
	地域名
	位置
	概ねの面積(ha)
	供給促進策

	大阪市
	1-1
	都心居住推進地域
	大阪市（地先公有水面、市街化調整区域を除く）
	21,145.0
	本地域は、都心部及びその周辺の既成市街地であり、都心部では主として民間の共同住宅を供給し、JR環状線外周部を中心としたエリアでは老朽木造住宅の建替を促進するなど、住宅施策を総合的に推進し、多様な住宅供給や防災性の向上を図るとともに、地域特性を活かした良好な住宅地を実現する。


	堺市
	2-1
	堺市都心
	別記による
	190.0
	本地区は本市発展の中心的役割を果たす区域であることから、定住魅力あるまちづくりを進め、人口定着化や誘引を図るため、都心の利便性や都市的魅力を活かした都市型住宅の供給促進を図る。


	堺市
	2-2
	新湊
	堺区東湊町1～4丁、5・6丁の一部、昭和通1～3丁、菅原通1・2丁、春日通1丁、西湊町1～6丁、出島町1～5丁
	53.7
	本地区は防災性の向上を図るため、住宅市街地総合整備事業により公共施設の整備を行うとともに、老朽住宅の建替えを促進し、良質な住宅の供給と住環境の改善を一体的に行う。


	堺市
	2-3
	協和町・大仙西町
	協和町1～5丁、大仙西町1丁
	29.0
	本地区は市営住宅建替事業により老朽化した住宅を良好な共同住宅に建替え、良質な住宅の供給と良好な住環境の形成を図る。また、建替事業により発生する整備敷地を民間活用により多様な優良住宅を供給する。


	堺市
	2-4
	白鷺
	北区白鷺町1～3丁
	17.0
	本地区は都市再生機構施行による団地再生事業で、土地の有効利用及び住環境の改善を図る。また、事業により発生する整備敷地を民間等活用により、多様な優良住宅を供給する。


	堺市
	2-5
	泉北NT
	宮山台、竹城台、三原台、高倉台、茶山台、若松台、晴美台、槇塚台、桃山台、原山台、庭代台、御池台、赤坂台、新檜尾台、鴨谷台、城山台
	1585.0
	泉北NTは、住宅ストックの過半を公的賃貸住宅が占め、その多くが老朽化している。また、若年世帯等向けの民間賃貸住宅の供給が少ない地域である。このため、公的賃貸住宅の再編などにより、良質な公的賃貸住宅を供給するとともに、余剰地等において、子育て世帯や高齢者世帯等向けの多様な住宅の供給を促進するなど、「持続発展可能なまち」の形成をめざす。


	堺市
	2-6
	堺新金岡2丁3番・6番
	堺市北区新金岡2丁3番、6番
	5.0
	本地区は、府営住宅建替事業等により、土地の有効利用、居住水準の向上及び住環境の改善等を図る。


	堺市
	2-7
	堺新金岡4丁5番
	堺市北区新金岡4丁5番、6番
	5.8
	本地区は、府営住宅建替事業等により、土地の有効利用、居住水準の向上及び住環境の改善等を図る。


	堺市
	2-8
	堺宮園
	堺市中区宮園町
	21.1
	本地区は、府営住宅建替事業等により、土地の有効利用、居住水準の向上及び住環境の改善等を図る。






	市町村名
	番号
	地域名
	位置
	概ねの面積(ha)
	供給促進策

	豊中市
	3-1
	庄内地区
	名神口3丁目、名神口2丁目の一部野田町、庄内東町1～6丁目、庄内西町1～5丁目、庄内幸町1～5丁目、庄内栄町1～5丁目、庄内宝町1～3丁目、庄本町1～4丁目、島江町1・2丁目、大黒町1～3丁目、三和町1～4丁目、千成町1～3丁目、二葉町1～3丁目、大島町1～3丁目、日出町1・2丁目、神州町、三国1・2丁目

	425.5
	本地区は木造賃貸住宅等が密集した地区である。防災街区整備地区計画の区域であり、住宅市街地総合整備事業により木造住宅等の除却費補助などを行う。あわせて地区施設の整備を行い、良質な住宅の供給と住環境の改善を一体的に行う。

	豊中市
	3-2
	豊南町地区
	豊南町西1～5丁目、豊南町東1～4丁目、豊南町南1～6丁目
	80.1
	本地区は木造賃貸住宅等が密集した地区である。防災街区整備地区計画の区域であり、住宅市街地総合整備事業により木造住宅等の除却費補助などを行う。あわせて地区施設の整備を行い、良質な住宅の供給と住環境の改善を一体的に行う。


	豊中市
	3-3
	千里NT
	新千里北町、新千里東町、新千里西町、新千里南町
	369.0
	千里NTは老朽化した住宅や施設の建て替え等により、豊かな居住環境の保全に配慮しつつ良好な住宅市街地の形成を図る


	箕面市
	4-1
	箕面森町（水と緑の健康都市）
	箕面市上止々呂美、下止々呂美
	314.0
	本地区は国道423号バイパスの整備により大阪都心部へ直結される箕面北部丘陵に位置し、北摂地域の交通網の整備と併せ、豊かな自然を享受できる地域特性を生かした居住空間を確保し、「多世代共生」、「環境共生」、「地域共生」をまちづくりのテーマとして、世代を超えて誰もがいきいきと暮らせる健康で快適な都市環境の形成をめざす。


	箕面市
	4-2
	彩都（国際文化公園都市）
	箕面市東部地域(彩都粟生南1丁目ほか)
	164.0
	本地区は茨木市北部から箕面市東部にかけての丘陵地に、自然と都市が調和し、国際交流、学術文化、研究開発という未来機能を組み込んだ複合機能都市を目指すもので、環境良好な住宅、住宅地の供給を図る。


	吹田市
	5-1
	千里山
	霧が丘ほか
	10.0
	本地区は都市再生機構施行による建替事業で、老朽化した住宅を共同住宅に建替、土地の有効利用、居住水準の向上及び住環境の改善を図る。また、建替事業により発生する整備敷地を民間等活用により、多様な優良住宅を供給する。


	吹田市
	5-2
	千里ＮＴ
	藤白台、青山台、古江台、津雲台、竹見台、高野台、佐竹台、桃山台
	791.0
	千里ＮＴは老朽化した住宅の建替え等により、豊かな居住環境の保全に配慮しつつ良好な住宅市街地のストックを有効に活用し、優良な市街地の形成を図る。


	茨木市
	6-1
	彩都(国際文化公園都市)
	茨木市北部丘陵地(彩都大字佐保ほか)
	280.0
	本地区は茨木市北部から箕面市東部にかけての丘陵地に、自然と都市が調和し、学術文化、研究開発などの都市機能を組み込んだ複合機能都市を目指すもので、環境良好な住宅、住宅地の供給を図る。


	茨木市
	6-2
	安威川
	大字桑原、大門寺の一部
（住居表示実施により山手台新町1～3丁目に変更予定）

	21.0
	本地区は土地区画整理事業により、計画的な低層住宅地の形成を図る地区である。公共施設の整備改善と宅地の利用増進を図る。




	市町村名
	番号
	地域名
	位置
	概ねの面積(ha)
	供給促進策

	茨木市
	6-3
	太田東芝町地区
	太田東芝町、城の前町の一部
	19.0
	本地区は関西イノベーション国際戦略特区に指定された大規模工場跡地の土地利用転換を契機に住居及び都市機能を適切に配置し、電気・熱・情報等の様々なインフラエネルギー最適化を図るスマートコミュニティの考え方に基づいた都市づくりを促進する地区である。


	茨木市
	6-4
	庄一丁目地区
	庄1丁目の一部
	3.4
	本地区は大規模工場跡地の土地利用転換を契機に隣接するＪＲ東海道本線において新駅の整備を進めており、駅前の立地を活かした住居及び都市機能の導入により活力ある市街地形成を図る地区である。


	枚方市
	7-1
	香里
	枚方市香里ヶ丘1～6丁目、9丁目の各一部
	49.0
	本地区は都市再生機構施行による建替事業で、老朽化した住宅を共同住宅に建替、土地の有効利用、居住水準の向上及び住環境の改善を図る。また、建替事業により発生する整備敷地を民間等活用により、多様な優良住宅を供給する。


	枚方市
	7-2
	中宮第一
	枚方市宮之阪2丁目5番
	4.0
	本地区は都市再生機構施行による建替事業で、老朽化した住宅を共同住宅に建替、土地の有効利用、居住水準の向上及び住環境の改善を図る。また、建替事業により発生する整備敷地を民間等活用により、多様な優良住宅を供給する。


	寝屋川市
	8-1
	池田・大利地区
	大利元町、錦町、東大利町、池田南町の一部、大利町、池田旭町、長栄寺町、桜木町の一部、清水町の一部、成美町の一部、池田東町の一部、北大利町の一部、池田本町の一部、高柳栄町の一部、高柳１丁目の一部

	66.0
	本地区は木造住宅が密集しており、住宅市街地整備事業により、主要生活道路の整備、老朽建築物の除却、建替促進などを行い住環境の改善を図る。

	寝屋川市
	8-2
	萱島東地区
	萱島桜園町、萱島本町、萱島南町、萱島東1～3丁目、下木田町の一部、南水苑町の一部
	49.0
	本地区は木造住宅が密集しており、住宅市街地整備事業により、主要生活道路の整備、老朽建築物の除却、建替促進などを行い住環境の改善を図る。


	寝屋川市
	8-3
	香里地区
	香里西之町、香里北之町、香里南之町、寿町、田井西町、田井町、音羽町の一部、緑町の一部
	133.0
	本地区は木造住宅が密集しており、住宅市街地整備事業により、主要生活道路の整備、老朽建築物の除却、建替促進などを行い住環境の改善を図る。


	守口市
	9-1
	大日・八雲東町
	佐太中町1丁目、大日町2～4丁目、八雲東町2丁目の一部
	63.0
	本地区は木造住宅が密集していることから、住宅市街地総合整備事業による公共施設等の整備と併せ、種々の規制誘導策を実施し、住環境の改善を図る。


	守口市
	9-2
	東部
	佐太東町１丁目、金田町１丁目、大久保町1～3丁目、梶町1～4丁目、藤田町1～5丁目
	150.0
	本地区は木造住宅が密集していることから、住宅市街地総合整備事業による公共施設等の整備と併せ、種々の規制誘導策を実施し、住環境の改善を図る。





	市町村名
	番号
	地域名
	位置
	概ねの面積(ha)
	供給促進策

	門真市
	10-1
	門真市北部地区
	朝日町、石原町、泉町、大池町、大倉町、大橋町、垣内町、上島町、上野口町、北巣本町、幸福町、寿町、栄町、下島町、小路町、城垣町、新橋町、常称寺町、堂山町、中町、野里町、浜町、速見町、古川町、本町、松葉町、御堂町、宮野町、元町、月出町、末広町、常磐町、向島町、柳町、宮前町

	460.0
	本地区は老朽化した木造賃貸住宅が密集した地区である。住宅市街地総合整備事業等により、木造賃貸住宅の建替えを促進し、あわせて地区施設の整備を行い、良質な住宅の供給と良好な住環境の改善を図る。

	門真市
	10-2
	門真千石西町
	門真市千石西町・東町
	14.0
	本地区は、府営住宅建替事業等により、土地の有効利用、居住水準の向上及び住環境の改善等を図る。


	大東市
	11-1
	北条地区
	北条3・4丁目
	19.2
	本地区は公営住宅長寿命化計画を策定し、既存ストックの有効利用、居住水準の向上及び住環境の改善を図る。


	羽曳野市
	12-1
	古市
	羽曳野市古市
	6.7
	本地区は、府営住宅建替事業等により、土地の有効利用、居住水準の向上及び住環境の改善等を図る。


	岸和田市
	13-1
	岸和田丘陵
	岸和田市岸の丘町1～3丁目
	46.8
	丘陵部の自然環境と調和した都市基盤施設の整備を進め、快適で良好な住宅地の形成を図る。


	泉佐野市
	14-1
	泉佐野佐野台
	泉佐野市佐野台
	10.4
	本地区は、府営住宅建替事業等により、土地の有効利用、居住水準の向上及び住環境の改善等を図る。


	泉南市
	15-1
	新家駅南
	新家の一部
	13.6
	本地区は、全域が駅からの徒歩圏に含まれるが、既成市街地と空閑地が混在しており、地区計画制度により、必要な地区施設の整備を行うとともに、駅前にふさわしい商業環境や良好な住環境を創出し、便利でにぎわいのある地域核の形成を図る。


	阪南市
	16-1
	阪南丘陵
	箱作の一部
	170.7
	本地区は関西国際空港に関連する地域調整事業の一つとして位置づけられた空港及びりんくうタウン建設のための土砂採取の事業地である。この跡地を、新住宅市街地開発事業により住宅地として整備し、居住環境の良好な住宅地を供給するとともに、産業、文化、レクリエーション等の施設立地をあわせもつ複合的なまちづくりを行う。




※工業専用地域や工業地域、公園・緑地等の住宅・住宅地供給の促進にそぐわない地域を除く。
※位置：区域表示は既成市街地においては町丁目、新市街地においては「○○市東部」等で概ねの位置が特定しうるように表示。
※概ねの面積：上記の区域面積を表示。なお、この面積は新規に供給する住宅地の面積を表すものではありません。

（別記）「堺市都心地域」
堺区一条通の一部、市之町西、市之町東、戎島町1 ～4丁・5丁の一部、戎之町西、戎之町東、翁橋町、大町西、大町東、大浜北町3丁の一部、大浜北町4・5 丁、甲斐町西、甲斐町東、北瓦町、北波止町の一部、北花田口町、櫛屋町西1丁、 櫛屋町東、熊野町西、熊野町東、栄橋町、宿院町西1・2丁、宿院町東1・2丁、新町、中瓦町、三国ヶ丘御幸通、南瓦町、南花田口町、竜神橋町



 (
3-1
3-2
3-3・5-2
5-1
4-1
4-2・6-1
6-2
7-2
7-1
9-1
8-3
8-1
8-2
10-1
10-2
11-1
12-1
2-1
2-2
2-3
2-8
2-6,7
2-4
2-5
13-1
14-1
15-1
16-1
9-2
6-3
6-4
1-1
) (
（参考）重点供給地域の分布状況
)




































 (
面積が100ha以上の地域については、概ねの地域を図示、100ha未満の地域については、
●
に
より概ねの位置を図示。
)




用語の解説

· 空家バンク制度
空家物件情報を地方公共団体のホームページ等で提供する仕組み。地元の空家情報を広く募集・蓄積し、移住・交流希望者向けに情報を提供する。

· 新しい公共
これまで、行政が担ってきた業務や行政だけでは実施が困難であった業務を、「行政」だけではなく、府民の参加と選択のもとで、NPO※法人や社会福祉法人、学校法人、企業などが積極的に公共的なサービス等の提案及び提供主体となり、医療・福祉、教育、子育て、まちづくり、学術･文化、環境、雇用、国際協力等の身近な分野において共助の精神で行う仕組み、体制、活動などをいう。

· イノベーション
イノベーション（innovation）とは、新製品の開発、新生産方式の導入、新市場の開拓、新原料・新資源の開発、新組織の形成などによって、経済発展や景気循環がもたらされるとする概念。

· エコまち法
（都市の低炭素化の促進に関する法律）
まちづくりに地球環境に優しい暮らし方や少子高齢社会における暮らしなどの新しい視点を持ち込み、住民や民間事業者と一体となって、コンパクトなまちづくりに取り組んでいくための第一歩として制定された法律。

· 大阪あんしん賃貸支援事業
民間の賃貸住宅に入居を希望する高齢者、障がい者、低額所得者、子育て世帯および外国人が円滑に入居できる民間賃貸住宅等の登録を行う制度。

· 大阪美しい景観づくり推進会議
府民、事業者、行政がそれぞれの役割を認識し、ともに協働して景観づくりに取り組むことにより、大阪の豊かで世界に誇れる美しい景観づくりを府民運動として展開していくことを目的に、平成６年12月に設立。参画団体の自発的な景観づくり活動を促進するとともに、景観づくりに関する啓発及び普及活動、府民間の情報交流・情報交換活動等を行っている。

· 大阪府福祉のまちづくり条例
高齢者、障がい者をはじめ、すべての人が自由に安心してまちに出かけられるよう、不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障がい者等が利用する建築物や道路、公園等の都市施設を、安全で容易に利用できるよう整備し、豊かな福祉社会の実現に資することを目的とする条例。平成4年10月28日条例制定。

· 大阪府ビル省エネ度判定制度
ビルオーナー等の建物所有者が「大阪府ビル省エネ度判定システム」を利用し、建物の省エネ性能を設計及び運用の両面から判定及び把握することができる制度。一定以上の省エネ性能を有する建物に対しては、大阪府がシステムによる省エネ度を認証するもの。

· 大阪府密集市街地整備方針
大阪府と地元市が連携し、地震等に対して脆弱な密集市街地※の安全性の確保を早急に図るため、今後の取組みの方向性等を示した整備方針。平成26年３月に策定。
· カーシェアリング
自動車を複数の会員が共同で利用する自動車の利用形態。利用者は自ら自動車を所有せず、管理団体の会員となり、必要な時にその団体の自動車を借りる。

· 改良住宅
住宅地区改良法に基づく住宅地区改良事業等により建設された住宅。不良住宅が密集すること等により、保安衛生等に関し危険又は有害な状況にある地区において、不良住宅を除却し、生活道路等を整備した上で、従前居住者のために建設される。建設後は、公営住宅※とみなして管理される。

· 既存住宅売買瑕疵保険
既存住宅の検査と保証がセットになった保険制度であり、国土交通省が指定した住宅瑕疵担保責任保険法人が販売する。保険の仕組みは、売主が宅地建物取引業者の場合と、宅地建物取引業者以外（個人間売買）の場合で異なる。 宅地建物取引業者が売主となる場合、宅地建物取引業者と住宅瑕疵担保責任保険法人が契約し、住宅に瑕疵が見つかった場合、その補修費用等が事業者（事業者が倒産した場合は買主）に支払われる。また、個人間売買の場合は、住宅の検査を行う検査機関が住宅瑕疵担保責任保険法人と契約し、住宅に瑕疵があった場合、検査機関（検査機関が倒産した場合は買主）に補修費用が支払われる。

· 旧地域改善向け公営・改良住宅
「同和対策事業特別措置法」、「地域改善対策特別措置法」、「地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律」に基づき建設された公営・改良住宅。

· 居住支援協議会
「住宅セーフティネット法」に基づき、低額所得者、被災者、高齢者、障がい者、子どもを育成する家庭その他住宅の確保に特に配慮を要する者(住宅確保要配慮者)が民間賃貸住宅等に円滑に入居できるよう支援するために、地方公共団体、宅地建物取引業者、賃貸住宅を管理する事業を行う者、居住に係る支援を行う団体等が、必要な措置について協議する組織。大阪府では平成23年度から実施してきた「大阪府と不動産関係団体との意見交換会」を発展させ、「Osakaあんしん住まい推進協議会」を平成27年３月に設立した。住宅確保要配慮者及び民間賃貸住宅の賃貸人に対する情報の提供等の支援を行っている。

· 近隣センター
ニュータウン※において日常生活に必要な諸機能を配置したセンター機能を持ち、住区ごとに設置されるもの。住民が徒歩で日常生活に必要な最寄り品の購入ができる場所であり、一般的に、スーパーマーケットまたは市場を中心店舗として日常生活に必要な10店舗前後の個別商店で形成される。

· グランドデザイン・大阪
変化し、躍動する大阪の今後の方向性を広く世界に発信するとともに、府域全域の方向性を示す「将来ビジョン・大阪」にもとづき、2050年を目標とする大都市・大阪の都市空間の姿を分かりやすく示したもの。

· グループホーム
介護保険法に基づく認知症高齢者グループホームと、障害者総合支援法に基づくグループホームがある。認知症高齢者グループホームは、認知症のための介護を必要とする方が少人数で共同生活を営む住居（グループホーム）において介護を行うサービス。障害者総合支援法に基づくグループホームは、主として夜間において、共同生活を営む住居で、相談、入浴、排せつ又は食事の介護その他日常生活上の支援を行うサービス。

· 景観行政団体
景観法※に基く諸施策を実施する行政団体。地方自治法上の指定都市、中核市の区域にあってはそれぞれ当該市が、その他の区域にあっては都道府県がなるが、その他の市町村も都道府県と協議すれば都道府県に代わって景観行政団体になることができる。
景観行政団体は、景観計画※の策定・変更と景観計画※に基づく行為の規制の他、景観協議会の設立・運営、景観形成に取り組むNPO※法人や公益法人を景観整備機構として指定するなどの業務を行うことができる。

· 景観計画
景観法※に基づき、一定の区域において「良好な景観の形成に関する方針」や「良好な景観の形成のための行為の制限に関する事項」を定め、良好な景観の形成を図ることを目的に景観行政団体※が定める計画。

· 景観法
都市、農山漁村における良好な景観の形成を促進するため、景観計画※の策定等により、美しく風格のある国土の形成、潤いのある豊かな生活環境の創造及び個性的で活力ある地域社会の実現を図り、もって国民生活の向上並びに国民経済及び地域社会の健全な発展に寄与することを目的として平成16年に制定された法律。

· 建築物環境配慮制度
建築物の新築や増改築の際に、建築主による総合的な環境配慮の取組みを促進するための制度。本制度を大阪府では、地球温暖化やヒートアイランド現象※などの防止及び建築物の環境配慮について必要な事項を定めることにより、良好な都市環境の形成を図ることを目的とする「大阪府温暖化の防止等に関する条例」で規定している。

· 建築物省エネ法
（建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律）
平成27年7月に新たに制定され、建築物の省エネ性能の向上を図るため、①大規模非住宅建築物の省エネ基準適合義務等の規制措置と、②省エネ基準に適合している旨の表示制度及び誘導基準に適合した建築物の容積率特例の誘導措置を一体的に講じたもの。

· 公営住宅
公営住宅法に基づき、国及び地方公共団体が協力して、健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を整備し、これを住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸し、又は転賃することにより、国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的として供給される住宅。

· 郊外
都市の外縁部地域のことであるが、本マスタープランでは、大阪市中心部から距離の離れた（概ね20km以上）地域のうち、住宅地が形成されるなど、一定の市街地が形成された地域を指す。

· 公的資産
国や地方公共団体、公的団体が所有する資産。特に、公営施設や公営住宅※等の不動産を指す場合が多い。

· 公的賃貸住宅
本計画では、公営住宅※、都市再生機構賃貸住宅、地方住宅供給公社賃貸住宅等の公的主体により経営される賃貸住宅を指す。このほか、特定優良賃貸住宅、サービス付き高齢者向け住宅※、地方公共団体が整備に要する費用の一部を負担して整備の推進を図る賃貸住宅を含む場合もある。

· 高齢者住まい法
（高齢者の居住の安定確保に関する法律）
高齢者が日常生活を営むために必要な福祉サービスの提供を受けることができる良好な居住環境を備えた高齢者向けの賃貸住宅等の登録制度を設けるとともに、良好な居住環境を備えた高齢者向けの賃貸住宅の供給を促進するための措置を講じるなど、高齢者の居住の安定の確保を図り、もってその福祉の増進に寄与することを目的とした法律。平成13年４月６日制定、平成23年６月24日最終改正。

· コーポラティブ住宅
　自ら居住するための住宅を建設しようとする者が組合を結成し、共同で事業計画を定め土地の取得、建築の設計、工事発注、その他の業務を行い、住宅を取得し、管理していく方式による住宅。

· コミュニティサイクル
レンタサイクルの形態の一つで、まちの一定範囲内に多数設置された自転車ポート間において、自転車を好きな場所で借り、返却することができるシステム。

· コミュニティバランス
年齢や世帯の構成がバランスよく居住すること。

· コミュニティレストラン
「食」を核にした地域のコミュニティ支援を目的とし、以下の５つの機能を包含するとされる。2004年にNPO※の共有財産とするため、商標登録されている。
①人材養成機能
②生活支援センター機能
③自立生活支援機能
④コミュニティセンター機能
⑤循環型まちつくり機能

· コンバージョン
既存のビルや商業施設、倉庫等を用途転換すること。日本では、オフィスビル等を住宅に用途転換する例や小学校等の廃校をコミュニティ施設等に用途転換する例がみられる。

· 再生可能エネルギー
自然の営みから半永久的に得られ、継続して利用できるエネルギー。有限でいずれ枯渇する化石燃料などと違い、自然の活動によってエネルギー源が絶えず再生、供給され、地球環境への負荷が少ない。

· サービス付き高齢者向け住宅
面積要件やバリアフリー※構造等の一定の基準を満たし、見守りや生活相談等の高齢者を支援するサービスを提供する高齢者向け住宅のこと。高齢者の居住の安定確保に関する法律（高齢者住まい法）※の改正（平成23年4月公布、10月施行）に伴い、これまでの高齢者円滑入居賃貸住宅及び高齢者専用賃貸住宅の登録制度は廃止となり、サービス付き高齢者向け住宅制度が都道府県知事（指定都市又は中核市にあたってはその長）への登録制度として新たに創設された。

· 社会サービス
一般に、国民生活に密着し、または国民生活の基盤を成すサービスで、公的部門が供給主体となり、または何らかの制度的な関与を行うことによって、民間部門における供給と併せ、サービスの安定的供給や質の確保を図っていく必要のあるサービスを指す。代表的なサービスとして、保健、医療、福祉分野、教育サービスなどが該当する。

· 集約・連携型都市構造
平成18年７月に大阪府都市計画審議会から出された答申「成熟社会における大阪の都市づくりのあり方」において、示された都市構造の概念。 特に、大阪府域は、大阪湾を抱いた狭いエリアに豊かな自然に囲まれながら集約的に高密度な市街地を形成してきており、その内部は淀川・大和川などの河川や山系・丘陵部によって市街地が区分されつつ、道路・鉄道駅周辺などにまとまりを有しており、これらが相互に連携して、緑に縁取られた集約的な都市構造を形成している。 

· 住教育
普段のくらしの中で、より豊かな住生活や住環境を実現していくために、何が必要かに気づき、考え、実践していく力を養うための教育のこと。

· 住工共生のまちづくり条例
住工共生のまちづくりについての基本理念を定め、市民、モノづくり企業、建築主等、関係者及び市の責務を明らかにするとともに、住工共生のまちづくりの推進に関する基本的な事項等を定め、市民の良好な住環境及びモノづくり企業の操業環境を保全し、創出することにより、住工共生のまちの実現に寄与することを目的として、東大阪市で平成25年4月に施行された条例。

· 住宅性能表示制度
　「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づき、国土交通大臣の登録を受けた「登録住宅性能評価機関」が、住宅の性能に関する表示基準（日本住宅性能表示基準）に従って評価を行い、住宅性能評価書を交付する仕組み。

· 証券化支援業務
住宅金融支援機構の主たる業務の一つであり、長期・固定金利の住宅ローンの提供を民間金融機関において実現するため公的機関の信用力を活用して「証券化」を行うもの。民間金融機関の長期固定金利の住宅ローンを買い受け、信託した上で、それを担保としたMBS（資産担保証券）を発行する「買取型」と、民間金融機関の長期固定金利の住宅ローンに対して住宅金融支援機構が保険を付した上で、それを担保として発行された債券等について期日どおりの元利払いを保証する「保証型」がある。

· ストック
ある一時点に存在する物。在庫。住宅政策における住宅ストックとは、既存の住宅のこと。

· スポーツツーリズム
スポーツと観光の垣根を越えて地方公共団体内や各種団体間で連携・協働し、大会・合宿招致、プロスポーツ誘致などを観光まちづくりの一環として政策に位置づけたもの。

· スマートエイジング・シティ
「ヘルスケア」や「エイジング」をキーワードにして、高齢者をはじめ、あらゆる人が住み慣れた地域で安心して快適に住み続けられ、多様な世代の新たな住民を惹きつけるとともに、幅広い関連産業の創出・振興を図るなど、超高齢社会の課題解決と地域の活性化を進めるまちづくりのこと。

· 生活困窮者自立支援法
生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るため、生活困窮者に対し、自立相談支援事業の実施や住居確保給付金の支給その他の支援を行うための所要の措置。（平成27年４月施行）

· 泉北ニュータウン再生指針
堺市において策定され、人口の減少、少子高齢化の進展、住宅や施設の老朽化など長期的な変化を見据えた泉北ニュータウンの諸問題に対し、市民、自治会やNPO、事業者、大学(教育機関)、行政など様々な主体が互いに連携して取り組み、まちの活力を維持、発展、継承していくための基本的な考え方を示すもの。

· 千里ニュータウン再生指針
「千里ニュータウン再生連絡協議会」（大阪府、豊中市、吹田市、独立行政法人都市再生機構、大阪府住宅供給公社、財団法人大阪府タウン管理財団で構成）において策定され、人口の減少、少子高齢化の進展、住宅や施設の老朽化などの千里ニュータウンの様々な課題を解決し、まちの活力を発展、継承するという積極的な再生に向け、住民、事業者、行政など様々な主体同士が協働するための基本的な考え方を示すもの。

· 団地再生事業
団地の特徴に応じて、様々な手法を組み合わせ、団地及び地域の魅力・利便性アップにつながることを目的としてUR都市機構において実施している事業。

· 地域エネルギーマネジメントシステム（CEMS）
センサーやIT技術を駆使して、電力使用量の見える化（可視化）や再生可能エネルギー※や蓄電池等の機器の制御を行い、地域内の効率的なエネルギーの管理・制御を行うためのシステム。

· 地区計画
　既存の他の都市計画を前提に、地区の実情に応じたまちづくりを誘導するため、ある一定のまとまりを持った地区を対象として、建築物等に関するきめ細やかなルールと生活道路や公園等の公共施設に関する計画を一体的に定めるもの。

· 地区センター
　ニュータウン※において日常生活に必要な諸機能を配置したセンター機能を持ち、複数の住区の集まりごとに設置されるもの。近隣センター※では充足できない買い回り品のサービスを提供する。

· 長期優良住宅
「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」に基づき、長期にわたり良好な状態で使用するための基準や規模等を満たす住宅として、設計および維持保全の計画について所管行政庁の認定を受けたもの。認定を受けた者は、計画通りに建設し、維持保全を行なう責任を負う。なお、認定を受けた住宅は、税制上の優遇措置が講じられる場合がある。

· 長寿命化
住宅においては、長持ちする住宅にすることであり、住宅以外の建造物等にも使用される。「長期優良住宅※の普及の促進に関する法律」の施行後、特に住宅の長寿命化が注目されるようになった。

· 低炭素建築物（低炭素住宅）
平成24年に施行されたエコまち法※（都市の低炭素化の促進に関する法律）に基づき、市街化区域内において一定の省エネルギーなどの基準を満たす建築物（住宅）のこと。

· 同和地区
同和問題の解決に向けて、同和対策事業特別措置法等に基づき、平成13年度末まで実施された同和対策事業の対象地域を指す。

· 特別用途地区
都市計画法に規定されている地域地区の一つ。用途地域の指定を補完し、特別の目的から特定の用途の利便の増進又は環境の保護等を図るため、建築基準法に基づき地区の特性や課題に応じて条例で建築物の用途規制の強化又は緩和を行うもの。

· 都市インフラ
経済活動や社会生活の基盤を形成する道路、河川、下水道、公園、港湾など。

· 都市拠点
空港や新幹線駅等の広域交通結節点や主要な鉄道駅周辺等で商業、業務等の高次な都市機能が集積した地区。

· 特定空家等
そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態、そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態、その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。

· ニュータウン
主に都市近郊において住宅地として計画的に建設された新しい都市。高度経済成長期に全国各地に建設されたが、建設後数十年を経て、人口減少、少子・高齢化、住宅や施設の老朽化等が進み、様々な課題が顕在化してきている。大阪府において代表的なニュータウンとしては、千里ニュータウン、泉北ニュータウンなどがある。

· バリアフリー
高齢者や障がい者をはじめ、誰もが社会生活を行う上で障壁（バリア）となるものを、ハード・ソフトの両面から除去すること。


· バリアフリー法
高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律。従来の「交通バリアフリー法」と「ハートビル法」の2つの法律を統合、拡充して制定された。公共交通機関や道路、建築物等の整備や、一定の地区におけるこれらの間の経路の一体的な整備を推進し、公共の福祉の増進に資することを目的とする。平成18年施行。

· ヒートアイランド現象
都市部ではエネルギーが大量消費されており、また地表面の大部分はアスファルト・コンクリート等の構造物で覆われている。このため、日中は土壌の水分蒸発による冷却効果が低下し、構造物に蓄えられた熱が夜間放出する等により都市部が郊外※と比べて気温が高くなる。こうした地域で等温線を描くと都市部を中心とした「島」の様な形になることから呼ばれる現象。

· ヒートショック
暖房の効いた部屋から寒い廊下に出たときなどに起こり、温度の急変により脈拍や血圧が上昇することで心筋梗塞や脳卒中等を引き起こす要因となる。

· ビュースポット
一般的に「視点場」の意味。大阪府の景観の取組みにおいては、府内の景観資源を美しく眺めることができる場所、自然などの眺めの良い場所だけでなく、旧街道や宿場町などの歴史的・文化的景観や美しいまちなみを眺めることのできる場所を指す。

· 不当な追い出し行為
賃貸住宅で家賃を滞納した入居者に対し、鍵の交換等の不当な嫌がらせ行為を行い、退去を迫る行為。近年、敷金・礼金を必要としない「ゼロゼロ物件」の入居者に対する追い出し行為の被害が指摘されている。

· 不動産取引における土地調査（土地調査）
不動産会社（デベロッパー）が、マンションの建設・販売を検討するために候補地周辺のマンションの需給動向や価格帯、地域特性等の情報を入手し、需要と採算性を見極めるために行う調査である。この調査は不動産会社が自ら行うこともあるが、多くの不動産会社は広告会社に調査依頼し、広告会社はさらにリサーチ会社に調査委託する。（平成22年３月「不動産取引における土地調査問題研究会報告書」より抜粋）

· プラットフォーム
「地域協働の場」であり、行政のみならず、市民、企業、NPO※、大学など地域の多様な主体が地域の諸課題を共有し、まちづくりを推進していく住民自治の組織手法。

· 防火・準防火地域
都市計画法に規定されている地域地区の一つ。市街地における火災の危険の防除を目的とするもので、建築基準法及び同法施行令において、建築物の規模に応じた防火規制が定められている。

· 防災街区整備地区計画
防災街区整備地区計画とは、市街地における火災の延焼拡大を抑制し、まちの不燃化を図るため、燃えにくい建物にするルールを都市計画で定めるもの。


· 防災マップ
地域にお住まいの方々がすばやく安全に避難できることを主な目的として住民主体で作成する、地域の危険な箇所、避難経路や避難場所など災害時に重要な情報を地図上に示したもの

· まちづくり協議会
住民自らが計画を立案・提案し、また地元と行政との橋渡しを行うまちづくり協議組織のこと。協議会の構成としては、既存の町会・自治会・商店会の委員のほか、地元企業・公募による個人などを参加させるものがある。

· マルチハビテーション
２つ以上の生活拠点を持つこと。二地域居住。（Multi Habitation）

· 密集市街地
老朽化した木造建築物が建ち並び、狭い道路が多く公園などの公共的な空間・空地が少ないために、地震時等に建物の倒壊や大規模な火災などの甚大な被害が発生する危険性が高い市街地。戦前からの市街地や高度経済成長期の人口急増等により都心部周辺で形成されたものが多い。

· 密集事業
老朽住宅の密集、公共施設の著しい不足等が認められる住宅市街地において、住宅事業の改善、公共施設等の整備、老朽住宅の建替促進等を行うことにより防災性の向上、居住環境の整備及び良好な住宅の供給を図る事業。（住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）は平成22年度に社会資本総合交付金に整理されている。）

· みどりの風促進区域
「みどりの大阪推進計画」に基づき指定される、海と山をつなぐみどりの太い軸線の形成を通じ、府民が実感できるみどりを創出するとともに、ヒートアイランド現象※の緩和や、官民一体となったオール大阪でのみどりづくりを促進するため、道路や河川を中心に、一定幅の沿線民有地を含めた区域。

· みなし特定公共賃貸住宅
本来、住宅に困窮する低額所得者に対して供給する公営住宅※を、公営住宅法の規定に基づいて事業主体が中堅所得者等の居住の用に供する住宅として供給するもの。

· 見守り拠点施設
地域コミュニティ活動の支援拠点の一つである和泉市において、高齢者の見守り活動の拠点として、市営住宅の空家を地域の誰でも使用できるよう団らん室として開放している。また、一人ぐらしの高齢者の孤独死やひきこもり防止のため、65歳以上の市営住宅居住者のうち、見守り支援を希望した者の安否確認や生活相談などを実施している。

· 家賃債務保証
賃貸住宅への入居を支援するため、賃貸住宅に入居する際の家賃債務等を保証すること。

· ライフステージ
人間の一生において節目となる出来事(出生、入学、卒業、就職、結婚、出産、子育て、退職等)によって区分される生活環境の段階のこと。

· ラベリング制度
対象物となる製品等が満たす基準や性能について、視覚的に分かりやすいラベルを表示する制度で、消費者が製品等を選択する際の比較検討の材料として利用することを目的としている。

· リノベーション
リフォームが新築時の目論みに近づく様に復元する修繕であるのに対し、リノベーションは新築時の目論見とは違う次元に改修する改修とされている。一般的には、建物を大幅に改修し、古い建物を新しい状態に戻すのではなく、大規模な設備更新や間取り変更などを伴い、建物に新たな付加価値を与えることを目的としたもの。

· リフォーム工事瑕疵担保責任保険
国土交通省が指定した住宅瑕疵担保責任保険法人が販売する、リフォーム時の検査と保証がセットになった保険制度。リフォーム工事の施工中や工事完了後に、第三者検査員（建築士）による現場検査が行われるとともに、後日工事に瑕疵が見つかった場合、補修費用等の保険金が事業者（事業者が倒産等の場合は発注者）に支払われ、無償での修繕が可能となる。

· 隣保館（りんぽかん）
地域社会全体の中で、福祉の向上や人権啓発の住民交流の拠点となる開かれたコミュニティセンターとして、生活上の各種相談事業や人権課題の解決のための各種事業を総合的に行う社会福祉施設。

· ワークショップ
地域にかかわる諸問題に対応するために、様々な立場の参加者が、経験交流や魅力的な共同作業を通じて、地域の課題発見・創造的な解決策や計画案の考案・それらの評価などを行っていく活動をいう。

· CID組織
CIDは、Community Improvement District（コミュニティ再生地域）の略。住宅地を中心とした地域において、公物管理・都市計画決定等の準自治体的な権限を持ち、地域の資産を一体的、戦略的に捉えてコミュニティ再生を行う自律的で公民双方のメリットを兼ね備えた組織のこと。

· ESCO事業
Energy Service Company事業の略。省エネルギー化による光熱水費の削減分で改修工事に係る経費等を償還することを基本とする事業で、ESCO事業者は省エネルギー効果が見込まれるシステム・設備などを提案・提供することで省エネルギーを保証し、維持・管理まで含めた包括的なサービスを提供する。

· LCEMツール
Life Cycle Energy Managementツールの略。国土交通省が公開する、施設のライフサイクルを通じて空調設備のエネルギー性能を評価するためのツール。

· NPO
民間非営利組織。営利を目的とせず、社会貢献活動を行っている民間の事業体。日本では、民間の非営利団体、その中でも特に市民が主体となって社会貢献活動を行っている団体を指してNPOと呼ぶことが多い。NPO法に基づく「特定非営利活動法人」を示す場合と任意団体などを含めた広い意味での民間非営利組織を示す場合がある。

· PFI
Private Finance Initiativeの略。社会資本の整備・運営において、民間の資金や経営力を活用して公共と民間が協力して行う事業方式。

· PPP
PPPとはPublic-Private Partnershipの略。「民間でできることは、できるだけ民間に委ねる」との原則のもと、公共サービスの属性に応じて、民間委託、PFI※、独立行政法人化、民営化等の方策の活用に関する検討を進め、公共サービス分野での官民パートナーシップによる公共サービスの民間開放の推進を目指すもの。
世帯数 (高井田)	H12	H17	H22	H27	4948	5043	5672	6159	人口 (高井田)	H12	H17	H22	H27	11113	10685	11174	11606	
人口・世帯数



- 69 -

image1.png
j(ll&ﬁ"'f
w

/7 | se®inE
nrsvgy "

' | B

FEHE
W,

JRE- KﬂhﬁE
s

AR+ N\BHREHE ‘

l t!lb

~AN O!ll.ll

masm O\
oL N
g

S 10

ekl e ‘A





image2.jpg
negm R

rEE

B - BHEHE





image3.png




image5.jpeg
negm R

rEE

B - BHEHE





image6.png




image4.jpeg




image6.jpeg




image7.jpeg




image9.png
B - O~

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000





image8.emf
操業環境の障害内容（複数回答）

34%

3%

14%

11%

27%

13%

37%

39%

0% 10% 20% 30% 40%

近隣住民問題（操業時間･公害）

近隣企業問題（事業内容変更）

拡張･統合の適地不足

拡張･建替の各種規制

得意先企業の廃業･移転

土地の価格･賃料

犯罪や火災の危険性

交通マナー･道路利用


image11.emf
操業環境の障害内容（複数回答）

34%

3%

14%

11%

27%

13%

37%

39%

0% 10% 20% 30% 40%

近隣住民問題（操業時間･公害）

近隣企業問題（事業内容変更）

拡張･統合の適地不足

拡張･建替の各種規制

得意先企業の廃業･移転

土地の価格･賃料

犯罪や火災の危険性

交通マナー･道路利用


image10.png
T/ O Y EtEhiiEER

7"?—*3):

SCE/ YN
SCYMMIBRATECRBETINBES NS
0“&0) B, ROFRENDEELYET

B/ HURBRAREERRANRE
LB

Smmeniscsiencs
0/
2 meowm O ohmERs.
HRETOMERDOROT LR
3 me~omann HERORTERRL:ARE

|~ EMOE/IYLRIZOVT, WM

4 ERONR G SSERCOBMERS.
S HBRINLGIATES
S umEEAT D S E

ARETHNL, TORRWIIL
S RARRATORN L g rRBCORRER .

6 ERIRBORE 45 omumnssenan.

HU. RORAHBBELYET
RURES.

DAEMELHIS !lbﬂﬂl!-
FEROE/IYRROLBRR.

WLRFERATIMT SRBENL
TLINSE. EOME.

.nuoummamul ol
ISR Y&>ETDEIC
DIRSMXIEIRELORE





image11.png
E/SOBMBRATETRBETSHWES NS
W ROFRENQELLYET,

T/SURMRAETREGRE
° SUORY  emizmys

(REHEERRT O LABBLIE
BOE/IURRRORAE. 10K
o DA FRUDVTORRER TS,

SUELTOMBADROTLBH

o 1 REMOATERRLLBIE
@la oRmnE o MR

|~ EMOE/FYURRITUNT N
. MR BE-SIBUTORSALS,

S EYBEENIGIREFD
S BMREBHTHATSE

ARETHNIL EORRBIIHL
e'“'m”’“ TRESERTORMERS.

° LRERHORE  sonmmanssemims.

IRIBIROET RS R (EETORNE -
oL LLES 18
IS4BETROREO] Y56 BIT
HL. ROBRBAYLBELYET
(DIRSHRISIRERORE
RUEE

Ay VAT SO SMS,
WRETOEN 3 amoe/suerorns.

DLRFRATIBT SRBENL
TLBABIE. EOME





image14.png
T/ O Y EtEhiiEER

7"?—*3):

SCE/ YN
SCYMMIBRATECRBETINBES NS
0“&0) B, ROFRENDEELYET

B/ HURBRAREERRANRE
LB

Smmeniscsiencs
0/
2 meowm O ohmERs.
HRETOMERDOROT LR
3 me~omann HERORTERRL:ARE

|~ EMOE/IYLRIZOVT, WM

4 ERONR G SSERCOBMERS.
S HBRINLGIATES
S umEEAT D S E

ARETHNL, TORRWIIL
S RARRATORN L g rRBCORRER .

6 ERIRBORE 45 omumnssenan.

HU. RORAHBBELYET
RURES.

DAEMELHIS !lbﬂﬂl!-
FEROE/IYRROLBRR.

WLRFERATIMT SRBENL
TLINSE. EOME.

.nuoummamul ol
ISR Y&>ETDEIC
DIRSMXIEIRELORE





image15.png
E/SOBMBRATETRBETSHWES NS
W ROFRENQELLYET,

T/SURMRAETREGRE
° SUORY  emizmys

(REHEERRT O LABBLIE
BOE/IURRRORAE. 10K
o DA FRUDVTORRER TS,

SUELTOMBADROTLBH

o 1 REMOATERRLLBIE
@la oRmnE o MR

|~ EMOE/FYURRITUNT N
. MR BE-SIBUTORSALS,

S EYBEENIGIREFD
S BMREBHTHATSE

ARETHNIL EORRBIIHL
e'“'m”’“ TRESERTORMERS.

° LRERHORE  sonmmanssemims.

IRIBIROET RS R (EETORNE -
oL LLES 18
IS4BETROREO] Y56 BIT
HL. ROBRBAYLBELYET
(DIRSHRISIRERORE
RUEE

Ay VAT SO SMS,
WRETOEN 3 amoe/suerorns.

DLRFRATIBT SRBENL
TLBABIE. EOME





image12.png
@ 000Fnie
1500P~
19997

1000P~
1499FP

L=
il




image13.wmf
管理戸数が

1000

戸以上の

UR

賃貸住宅

団地の分布状況

2000

戸以上

1500

戸〜

1999

戸

1000

戸〜

1499

戸

千里

千里

NT

NT

泉北

泉北

NT

NT


image16.png




image20.wmf
管理戸数が

1000

戸以上の

UR

賃貸住宅

団地の分布状況

2000

戸以上

1500

戸〜

1999

戸

1000

戸〜

1499

戸

千里

千里

NT

NT

泉北

泉北

NT

NT


image21.png




image17.emf
54.4%

28.0%

6.3%

40.7%

3.5%

0.1%

31.7%

28.4%

4.00%

2.80%

0% 25% 50% 75% 100%

大阪府

対象地域

持ち家 公営の借家 都市機構・公社の借家 民間の借家 その他


Microsoft_Excel_Worksheet1.xlsx
Graph5



持ち家	

大阪府	対象地域	0.54400000000000004	0.28000000000000003	公営の借家	

大阪府	対象地域	6.3E-2	0.40699999999999997	都市機構・公社の借家	

大阪府	対象地域	3.5000000000000003E-2	1E-3	民間の借家	

大阪府	対象地域	0.317	0.28399999999999997	その他	

大阪府	対象地域	0.04	2.8000000000000001E-2	

Sheet1

				持ち家モイエ		公営の借家コウエイシャクヤ		都市機構・公社の借家トシキコウコウシャシャクヤ		民間の借家ミンカンシャクヤ		給与住宅キュウヨジュウタク		間借マガ		会社等の独身寮・寄宿舎カイシャトウドクシンリョウキシュクシャ		その他タ

		地域チイキ		28.0%		40.7%		0.1%		28.4%		0.7%		0.9%		0.9%		0.3%		100.0%

		大阪府オオサカフ		54.4%		6.3%		3.5%		31.7%		2.0%		1.0%		0.8%		0.2%		99.9%

		男性ダンセイ		15歳未満サイミマン		15～64歳サイ		65歳以上サイイジョウ

		地域チイキ		11.6%		65.4%		23.0%		100.0%

		大阪府オオサカフ		14.1%		65.8%		20.1%		100.0%

		女性ジョセイ		15歳未満サイミマン		15～64歳サイ		65歳以上サイイジョウ

		地域チイキ		10.3%		59.0%		30.7%		100.0%

		大阪府オオサカフ		12.5%		63.0%		24.5%		100.0%



				母子世帯ボシセタイ		父子世帯フシセタイ		高齢単身世帯コウレイタンシンセタイ		高齢夫婦世帯コウレイフウフセタイ		３世代世帯セダイセタイ		その他タ		不明フメイ

		地域チイキ		2.4%		0.3%		18.4%		8.3%		2.7%		63.8%		4.1%

		大阪府オオサカフ		1.7%		0.2%		11.3%		10.1%		3.6%		71.3%		1.8%



持ち家	地域	大阪府	0.28000000000000003	0.54400000000000004	公営の借家	地域	大阪府	0.40699999999999997	6.3E-2	都市機構・公社の借家	地域	大阪府	1E-3	3.5000000000000003E-2	民間の借家	地域	大阪府	0.28399999999999997	0.317	給与住宅	地域	大阪府	7.0000000000000001E-3	0.02	間借	地域	大阪府	8.9999999999999993E-3	0.01	会社等の独身寮・寄宿舎	地域	大阪府	8.9999999999999993E-3	8.0000000000000002E-3	その他	地域	大阪府	3.0000000000000001E-3	2E-3	







15歳未満	地域	大阪府	0.11600000000000001	0.14099999999999999	15～64歳	地域	大阪府	0.65400000000000003	0.65800000000000003	65歳以上	地域	大阪府	0.23	0.20100000000000001	







15歳未満	地域	大阪府	0.10299999999999999	0.125	15～64歳	地域	大阪府	0.59	0.63	65歳以上	地域	大阪府	0.307	0.245	







母子世帯	地域	大阪府	2.4E-2	1.7000000000000001E-2	父子世帯	地域	大阪府	3.0000000000000001E-3	2E-3	高齢単身世帯	地域	大阪府	0.184	0.113	高齢夫婦世帯	地域	大阪府	8.3000000000000004E-2	0.10100000000000001	３世代世帯	地域	大阪府	2.7E-2	3.5999999999999997E-2	その他	地域	大阪府	0.63800000000000001	0.71299999999999997	不明	地域	大阪府	4.1000000000000002E-2	1.7999999999999999E-2	







■地域における住宅の所有形態　（国勢調査を活用した実態把握（平成27年2月））

■地域における世帯員の年齢構成　（国勢調査を活用した実態把握（平成27年2月））
 

■地域における世帯類型　（国勢調査を活用した実態把握（平成27年2月））
 



Sheet1 (2)

				持ち家モイエ		公営の借家コウエイシャクヤ		都市機構・公社の借家トシキコウコウシャシャクヤ		民間の借家ミンカンシャクヤ		給与住宅キュウヨジュウタク		間借マガ		会社等の独身寮・寄宿舎カイシャトウドクシンリョウキシュクシャ		その他タ

		地域チイキ		28.0%		40.7%		0.1%		28.4%		0.7%		0.9%		0.9%		0.3%		100.0%

		大阪府オオサカフ		54.4%		6.3%		3.5%		31.7%		2.0%		1.0%		0.8%		0.2%		99.9%								19歳以下サイイカ		20歳以上64歳以下サイイジョウサイイカ		65歳以上サイイジョウ

																								旧地改公営・改良キュウチアラタメルコウエイカイリョウ







																												65歳以上の高齢世帯サイイジョウコウレイセタイ		うち単身世帯タンシンセタイ		ひとり親世帯オヤセタイ

																								旧地改公営・改良キュウチアラタメルコウエイカイリョウ









																								持ち家モイエ		公営の借家コウエイシャクヤ		都市機構・公社の借家トシキコウコウシャシャクヤ		民間の借家ミンカンシャクヤ		その他ホカ

																						大阪府オオサカフ		54.4%		6.3%		3.5%		31.7%		4.00%		99.9%

																						対象地域タイショウチイキ		28.0%		40.7%		0.1%		28.4%		2.80%		100.0%





		男性ダンセイ		15歳未満サイミマン		15～64歳サイ		65歳以上サイイジョウ

		地域チイキ		11.6%		65.4%		23.0%		100.0%

		大阪府オオサカフ		14.1%		65.8%		20.1%		100.0%

		女性ジョセイ		15歳未満サイミマン		15～64歳サイ		65歳以上サイイジョウ

		地域チイキ		10.3%		59.0%		30.7%		100.0%

		大阪府オオサカフ		12.5%		63.0%		24.5%		100.0%



				母子世帯ボシセタイ		父子世帯フシセタイ		高齢単身世帯コウレイタンシンセタイ		高齢夫婦世帯コウレイフウフセタイ		３世代世帯セダイセタイ		その他タ		不明フメイ

		地域チイキ		2.4%		0.3%		18.4%		8.3%		2.7%		63.8%		4.1%

		大阪府オオサカフ		1.7%		0.2%		11.3%		10.1%		3.6%		71.3%		1.8%



持ち家	地域	大阪府	0.28000000000000003	0.54400000000000004	公営の借家	地域	大阪府	0.40699999999999997	6.3E-2	都市機構・公社の借家	地域	大阪府	1E-3	3.5000000000000003E-2	民間の借家	地域	大阪府	0.28399999999999997	0.317	給与住宅	地域	大阪府	7.0000000000000001E-3	0.02	間借	地域	大阪府	8.9999999999999993E-3	0.01	会社等の独身寮・寄宿舎	地域	大阪府	8.9999999999999993E-3	8.0000000000000002E-3	その他	地域	大阪府	3.0000000000000001E-3	2E-3	







15歳未満	地域	大阪府	0.11600000000000001	0.14099999999999999	15～64歳	地域	大阪府	0.65400000000000003	0.65800000000000003	65歳以上	地域	大阪府	0.23	0.20100000000000001	







15歳未満	地域	大阪府	0.10299999999999999	0.125	15～64歳	地域	大阪府	0.59	0.63	65歳以上	地域	大阪府	0.307	0.245	







母子世帯	地域	大阪府	2.4E-2	1.7000000000000001E-2	父子世帯	地域	大阪府	3.0000000000000001E-3	2E-3	高齢単身世帯	地域	大阪府	0.184	0.113	高齢夫婦世帯	地域	大阪府	8.3000000000000004E-2	0.10100000000000001	３世代世帯	地域	大阪府	2.7E-2	3.5999999999999997E-2	その他	地域	大阪府	0.63800000000000001	0.71299999999999997	不明	地域	大阪府	4.1000000000000002E-2	1.7999999999999999E-2	







持ち家	

大阪府	対象地域	0.54400000000000004	0.28000000000000003	公営の借家	

大阪府	対象地域	6.3E-2	0.40699999999999997	都市機構・公社の借家	

大阪府	対象地域	3.5000000000000003E-2	1E-3	民間の借家	

大阪府	対象地域	0.317	0.28399999999999997	その他	

大阪府	対象地域	0.04	2.8000000000000001E-2	■地域における住宅の所有形態　（国勢調査を活用した実態把握（平成27年2月））

■地域における世帯員の年齢構成　（国勢調査を活用した実態把握（平成27年2月））
 

■地域における世帯類型　（国勢調査を活用した実態把握（平成27年2月））
 

■地域における住宅の所有形態　（国勢調査を活用した実態把握（平成27年2月））
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公営住宅	～1949	1950～1954	1955～1959	1960～1964	1965～1969	1970～1974	1975～1979	1980～1984	1985～1989	1990～1994	1995～1999	2000～2004	2005～2009	2010～2014	0	10	0	24	1505	2246	470	398	138	219	177	295	122	26	改良住宅等	～1949	1950～1954	1955～1959	1960～1964	1965～1969	1970～1974	1975～1979	1980～1984	1985～1989	1990～1994	1995～1999	2000～2004	2005～2009	2010～2014	0	0	0	384	914	1943	891	778	703	142	155	57	55	157	









Sheet1

				持ち家 モ イエ		公営の借家 コウエイ シャクヤ		都市機構・公社の借家 トシ キコウ コウシャ シャクヤ		民間の借家 ミンカン シャクヤ		給与住宅 キュウヨ ジュウタク		間借 マガ		会社等の独身寮・寄宿舎 カイシャ トウ ドクシンリョウ キシュクシャ		その他 タ

		地域 チイキ		28.0%		40.7%		0.1%		28.4%		0.7%		0.9%		0.9%		0.3%		100.0%

		大阪府 オオサカ フ		54.4%		6.3%		3.5%		31.7%		2.0%		1.0%		0.8%		0.2%		99.9%

		男性 ダンセイ		15歳未満 サイ ミマン		15～64歳 サイ		65歳以上 サイ イジョウ

		地域 チイキ		11.6%		65.4%		23.0%		100.0%

		大阪府 オオサカフ		14.1%		65.8%		20.1%		100.0%

		女性 ジョセイ		15歳未満 サイ ミマン		15～64歳 サイ		65歳以上 サイ イジョウ

		地域 チイキ		10.3%		59.0%		30.7%		100.0%

		大阪府 オオサカフ		12.5%		63.0%		24.5%		100.0%



				母子世帯 ボシ セタイ		父子世帯 フシ セタイ		高齢単身世帯 コウレイ タンシン セタイ		高齢夫婦世帯 コウレイ フウフ セタイ		３世代世帯 セダイ セタイ		その他 タ		不明 フメイ

		地域 チイキ		2.4%		0.3%		18.4%		8.3%		2.7%		63.8%		4.1%

		大阪府 オオサカフ		1.7%		0.2%		11.3%		10.1%		3.6%		71.3%		1.8%



持ち家	地域	大阪府	0.28000000000000003	0.54400000000000004	公営の借家	地域	大阪府	0.40699999999999997	6.3E-2	都市機構・公社の借家	地域	大阪府	1E-3	3.5000000000000003E-2	民間の借家	地域	大阪府	0.28399999999999997	0.317	給与住宅	地域	大阪府	7.0000000000000001E-3	0.02	間借	地域	大阪府	8.9999999999999993E-3	0.01	会社等の独身寮・寄宿舎	地域	大阪府	8.9999999999999993E-3	8.0000000000000002E-3	その他	地域	大阪府	3.0000000000000001E-3	2E-3	







15歳未満	地域	大阪府	0.11600000000000001	0.14099999999999999	15～64歳	地域	大阪府	0.65400000000000003	0.65800000000000003	65歳以上	地域	大阪府	0.23	0.20100000000000001	







15歳未満	地域	大阪府	0.10299999999999999	0.125	15～64歳	地域	大阪府	0.59	0.63	65歳以上	地域	大阪府	0.307	0.245	







母子世帯	地域	大阪府	2.4E-2	1.7000000000000001E-2	父子世帯	地域	大阪府	3.0000000000000001E-3	2E-3	高齢単身世帯	地域	大阪府	0.184	0.113	高齢夫婦世帯	地域	大阪府	8.3000000000000004E-2	0.10100000000000001	３世代世帯	地域	大阪府	2.7E-2	3.5999999999999997E-2	その他	地域	大阪府	0.63800000000000001	0.71299999999999997	不明	地域	大阪府	4.1000000000000002E-2	1.7999999999999999E-2	







■地域における住宅の所有形態　（国勢調査を活用した実態把握（平成27年2月））

■地域における世帯員の年齢構成　（国勢調査を活用した実態把握（平成27年2月））
 

■地域における世帯類型　（国勢調査を活用した実態把握（平成27年2月））
 



Sheet1 (2)

				持ち家 モ イエ		公営の借家 コウエイ シャクヤ		都市機構・公社の借家 トシ キコウ コウシャ シャクヤ		民間の借家 ミンカン シャクヤ		給与住宅 キュウヨ ジュウタク		間借 マガ		会社等の独身寮・寄宿舎 カイシャ トウ ドクシンリョウ キシュクシャ		その他 タ

		地域 チイキ		28.0%		40.7%		0.1%		28.4%		0.7%		0.9%		0.9%		0.3%		100.0%

		大阪府 オオサカ フ		54.4%		6.3%		3.5%		31.7%		2.0%		1.0%		0.8%		0.2%		99.9%								19歳以下 サイ イカ		20歳以上64歳以下 サイ イジョウ サイ イカ		65歳以上 サイ イジョウ

																								旧地改公営・改良 キュウ チ アラタメル コウエイ カイリョウ







																												65歳以上の高齢世帯 サイ イジョウ コウレイ セタイ		うち単身世帯 タンシン セタイ		ひとり親世帯 オヤ セタイ

																								旧地改公営・改良 キュウ チ アラタメル コウエイ カイリョウ









																								持ち家 モ イエ		公営の借家 コウエイ シャクヤ		都市機構・公社の借家 トシ キコウ コウシャ シャクヤ		民間の借家 ミンカン シャクヤ		その他 ホカ

																						大阪府 オオサカ フ		54.4%		6.3%		3.5%		31.7%		4.00%		99.9%

																						対象地域 タイショウ チイキ		28.0%		40.7%		0.1%		28.4%		2.80%		100.0%







		男性 ダンセイ		15歳未満 サイ ミマン		15～64歳 サイ		65歳以上 サイ イジョウ

		地域 チイキ		11.6%		65.4%		23.0%		100.0%

		大阪府 オオサカフ		14.1%		65.8%		20.1%		100.0%

		女性 ジョセイ		15歳未満 サイ ミマン		15～64歳 サイ		65歳以上 サイ イジョウ

		地域 チイキ		10.3%		59.0%		30.7%		100.0%

		大阪府 オオサカフ		12.5%		63.0%		24.5%		100.0%





				母子世帯 ボシ セタイ		父子世帯 フシ セタイ		高齢単身世帯 コウレイ タンシン セタイ		高齢夫婦世帯 コウレイ フウフ セタイ		３世代世帯 セダイ セタイ		その他 タ		不明 フメイ

		地域 チイキ		2.4%		0.3%		18.4%		8.3%		2.7%		63.8%		4.1%

		大阪府 オオサカフ		1.7%		0.2%		11.3%		10.1%		3.6%		71.3%		1.8%





持ち家	地域	大阪府	0.28000000000000003	0.54400000000000004	公営の借家	地域	大阪府	0.40699999999999997	6.3E-2	都市機構・公社の借家	地域	大阪府	1E-3	3.5000000000000003E-2	民間の借家	地域	大阪府	0.28399999999999997	0.317	給与住宅	地域	大阪府	7.0000000000000001E-3	0.02	間借	地域	大阪府	8.9999999999999993E-3	0.01	会社等の独身寮・寄宿舎	地域	大阪府	8.9999999999999993E-3	8.0000000000000002E-3	その他	地域	大阪府	3.0000000000000001E-3	2E-3	







15歳未満	地域	大阪府	0.11600000000000001	0.14099999999999999	15～64歳	地域	大阪府	0.65400000000000003	0.65800000000000003	65歳以上	地域	大阪府	0.23	0.20100000000000001	







15歳未満	地域	大阪府	0.10299999999999999	0.125	15～64歳	地域	大阪府	0.59	0.63	65歳以上	地域	大阪府	0.307	0.245	







母子世帯	地域	大阪府	2.4E-2	1.7000000000000001E-2	父子世帯	地域	大阪府	3.0000000000000001E-3	2E-3	高齢単身世帯	地域	大阪府	0.184	0.113	高齢夫婦世帯	地域	大阪府	8.3000000000000004E-2	0.10100000000000001	３世代世帯	地域	大阪府	2.7E-2	3.5999999999999997E-2	その他	地域	大阪府	0.63800000000000001	0.71299999999999997	不明	地域	大阪府	4.1000000000000002E-2	1.7999999999999999E-2	







持ち家	

大阪府	対象地域	0.54400000000000004	0.28000000000000003	公営の借家	

大阪府	対象地域	6.3E-2	0.40699999999999997	都市機構・公社の借家	

大阪府	対象地域	3.5000000000000003E-2	1E-3	民間の借家	

大阪府	対象地域	0.317	0.28399999999999997	その他	大阪府	対象地域	0.04	2.8000000000000001E-2	■地域における住宅の所有形態　（国勢調査を活用した実態把握（平成27年2月））

■地域における世帯員の年齢構成　（国勢調査を活用した実態把握（平成27年2月））
 

■地域における世帯類型　（国勢調査を活用した実態把握（平成27年2月））
 

■地域における住宅の所有形態　（国勢調査を活用した実態把握（平成27年2月））
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浴槽あり	

（旧地域改善）改良等	（旧地域改善）公営	（一般地域）改良等	（一般地域）公営	全体	0.17559475643307978	0.25896980461811725	0.23183391003460208	0.50475195822454311	0.34052402139229698	浴槽なし	

（旧地域改善）改良等	（旧地域改善）公営	（一般地域）改良等	（一般地域）公営	全体	0.82440524356692024	0.74103019538188275	0.76816608996539792	0.49524804177545689	0.65947597860770302	





浴槽設置

				浴槽ありヨクソウ		浴槽なしヨクソウ

		旧地改改良等キュウチアラタカイリョウトウ		1085		5094		6179

		旧地改公営キュウチアラタコウエイ		1458		4172		5630

		一般地域改良等イッパンチイキカイリョウトウ		201		666		867

		一般地域公営イッパンチイキコウエイ		4833		4742		9575

		全体ゼンタイ		7577		14674		22251

				浴槽ありヨクソウ		浴槽なしヨクソウ

		（旧地域改善）改良等キュウチイキカイゼンカイリョウトウ		18%		82%		6332

		（旧地域改善）公営キュウチイキカイゼンコウエイ		26%		74%		5668

		（一般地域）改良等イッパンチイキカイリョウトウ		23%		77%		867

		（一般地域）公営イッパンチイキコウエイ		50%		50%		9823

		全体ゼンタイ		34%		66%		22690



【公営住宅・改良住宅等の浴槽設置状況】

浴槽あり	

（旧地域改善）改良等	（旧地域改善）公営	（一般地域）改良等	（一般地域）公営	全体	0.17559475643307978	0.25896980461811725	0.23183391003460208	0.50475195822454311	0.34052402139229698	浴槽なし	

（旧地域改善）改良等	（旧地域改善）公営	（一般地域）改良等	（一般地域）公営	全体	0.82440524356692024	0.74103019538188275	0.76816608996539792	0.49524804177545689	0.65947597860770302	







浴槽あり	

（旧地域改善）改良等	（旧地域改善）公営	（一般地域）改良等	（一般地域）公営	全体	0.17559475643307978	0.25896980461811725	0.23183391003460208	0.50475195822454311	0.34052402139229698	浴槽なし	

（旧地域改善）改良等	（旧地域改善）公営	（一般地域）改良等	（一般地域）公営	全体	0.82440524356692024	0.74103019538188275	0.76816608996539792	0.49524804177545689	0.65947597860770302	





【浴槽】表



		事業主体名ジギョウシュタイメイ		一般向け公営住宅イッパンムコウエイジュウタク										一般向け改良住宅等イッパンムカイリョウジュウタクトウ										旧地域改善向け公営住宅キュウチイキカイゼンムコウエイジュウタク										旧地域改善向け改良住宅等キュウチイキカイゼンムカイリョウジュウタクトウ

				浴室有りヨクシツア				浴室無しヨクシツナ

橋場　文音: 橋場　文音:
浴室あり浴槽なしも含む				管理戸数カンリコスウ		浴室有りヨクシツア				浴室無しヨクシツナ				管理戸数カンリコスウ		浴室有りヨクシツア				浴室無しヨクシツナ				管理戸数カンリコスウ		浴室有りヨクシツア				浴室無しヨクシツナ				管理戸数カンリコスウ



		豊中市		1443		69%		660		31%		2103		77		67%		38		33%		115												47		34%		92		66%		139

		池田市		304		88%		40		12%		344												40		100%		0		0%		40

		箕面市		109		56%		87		44%		196												90		100%		0		0%		90		84		100%		0		0%		84

		吹田市		205		32%		428		68%		633		60		38%		98		62%		158		105		48%		114		52%		219		29		16%		150		84%		179

		茨木市		0		0%		1		100%		1												212		100%		0		0%		212		168		100%		0		0%		168

		摂津市		210		100%		0		0%		210

		高槻市		54		100%		0		0%		54												12		4%		290		96%		302		0		0%		218		100%		218

		島本町		134		100%		0		0%		134												8		100%		0		0%		8

		能勢町		22		100%		0		0%		22												6		100%		0		0%		6		6		100%		0		0%		6

		豊能町		5		100%		0		0%		5												16		100%		0		0%		16

		合計ゴウケイ		2486		67%		1216		33%		3702		137		50%		136		50%		273		489		55%		404		45%		893		334		42%		460		58%		794

		東大阪市		379		33%		761		67%		1140		0		0%		51		100%		51		9		1%		729		99%		738		0		0%		1651		100%		1651

		枚方市		25		89%		3		11%		28

		寝屋川市		10		50%		10		50%		20												0		0%		604		100%		604		0		0%		32		100%		32

		交野市		0		0%		8		100%		8

		守口市		5		1%		625		99%		630		0		0%		109		100%		109

		門真市		3		1%		230		99%		233		0		0%		254		100%		254

		四條畷市		0		0%		10		100%		10

		大東市		140		72%		55		28%		195												387		59%		266		41%		653

		八尾市		139		62%		84		38%		223												149		24%		478		76%		627		272		26%		786		74%		1058

		藤井寺市		0		0%		4		100%		4

		松原市		81		73%		30		27%		111												82		34%		160		66%		242		47		100%		0		0%		47

		羽曳野市		60		88%		8		12%		68												80		35%		150		65%		230		34		20%		136		80%		170

		富田林市		88		68%		42		32%		130												0		0%		300		100%		300		97		57%		72		43%		169

		河内長野市		186		91%		18		9%		204

		合計ゴウケイ		1116		37%		1888		63%		3004		0		0%		414		100%		414		707		21%		2687		79%		3394		450		14%		2677		86%		3127

		高石市		50		49%		52		51%		102

		泉大津市イズミオオツシ		82		26%		229		74%		311

		和泉市		252		69%		112		31%		364		64		100%		0		0%		64		1		1%		131		99%		132		10		1%		1620		99%		1630

		岸和田市		271		37%		457		63%		728		0		0%		40		100%		40

		貝塚市		45		6%		659		94%		704												37		16%		190		84%		227		78		23%		257		77%		335

		泉佐野市		365		92%		30		8%		395		0		0%		76		100%		76		48		10%		432		90%		480		45		43%		60		57%		105

		泉南市		0		0%		20		100%		20												176		59%		120		41%		296		32		62%		20		38%		52

		忠岡町		0		0%		43		100%		43

		熊取町		90		98%		2		2%		92

		田尻町		76		83%		16		17%		92

		岬町		0		0%		18		100%		18												0		0%		208		100%		208		136		100%		0		0%		136

		合計ゴウケイ		1231		43%		1638		57%		2869		64		36%		116		64%		180		262		20%		1081		80%		1343		301		13%		1957		87%		2258

		合計ゴウケイ		4833		50%		4742		50%		9575		201		23%		666		77%		867		1458		26%		4172		74%		5630		1085		18%		5094		82%		6179



市町営住宅における浴槽の設置状況

平成27年3月31日時点。　改良住宅等とは改良住宅、更新住宅、小集落改良住宅を指す。
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